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令和５年第３回牛久市議会定例会決算特別委員会審議日程表 

付託案件名 認定第１号 令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定について 

月  日  等 部 課 等 名 審  議  項  目 

１０月２０日（金） 

午前１０時～ 

 

第３会議室 

環境経済部 

建 設 部 

農業委員会事務局 

監査委員・事務局 

令和４年度牛久市一般会計歳入歳出決算中 

 ・環境経済部、建設部等所管の歳入 

 ・環境経済部、建設部等所管の歳出 

 

 （令和４年度課別事務事業一覧参照） 

保健福祉部 

監査委員・事務局 

 ・令和４年度牛久市国民健康保険事業特別会 

  計歳入歳出決算 

 ・令和４年度牛久市介護保険事業特別会計歳 

  入歳出決算 

 ・令和４年度牛久市後期高齢者医療事業特別 

  会計歳入歳出決算 

環境経済部 

建 設 部 

監査委員・事務局 

 ・令和４年度牛久市青果市場事業特別会計歳 

  入歳出決算 

 ・令和４年度牛久市下水道事業会計歳入歳出 

  決算 
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午前９時５７分開会 

○藤田委員長 時間前ですが、皆様おそろいですので始めさせていただきます。 

 おはようございます。 

 建設部より、令和４年度決算位置図その１、その２について配付の依頼がありましたので、こ

れを許可し、机上ではないですね、タブレットのほうに配信されておりますので御確認ください。 

 これより、前回に引き続き決算特別委員会を開きます。 

 認定第 1 号、令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 まず、環境経済部、建設部等所管について問題に供します。執行部の方に申し上げます。決算

認定に関する所管事項について説明を求めます。環境経済部長。 

○大徳環境経済部長 おはようございます。環境経済部大徳です。よろしくお願いいたします。 

 環境経済部所管の令和４年度決算概要について御説明をいたします。 

 歳出予算現額、環境経済部全体で２４億５５９万５，０００円に対し、決算額は２１億８，６

１９万８，５５９円で執行率９０．９％、前年度との比較を見ますと、決算額で２億７，９８７

万８，９０３円の増額となりましたが、増額の主な理由といたしまして、電気料金高騰対策のた

めの住宅用ＬＥＤ照明等への買換えに対する助成の実施、電気料、ガス料の高騰に伴い、牛久ク

リーンセンター等環境経済部所管の施設の光熱費が増加したこと、クリーンセンターリサイクル

プラザの空調設備の更新工事などによるものです。 

 事業を執行するための歳入総額は、国庫補助金、県補助金、使用料及び手数料などで、３億８，

３２１万８，６１７円となりました。 

 次に、各課における決算の概要について御説明をいたします。 

 初めに環境政策課でございます。 

 歳入は、国庫補助金、県補助金などで、総額は３，８０２万６，５５８円となりました。 

 歳出は、予算現額４億５，８７１万３，０００円に対し、４億２，６５１万８，７２９円を支

出し、執行率は９３．０％となりました。前年度比２億４，５６７万７，４１２円の増となりま

したが、主な理由といたしましては先ほど触れさせていただきましたが、電気料金高騰対策とし

て住宅用照明のＬＥＤ照明等への買換えに対する助成を行ったことによるものです。 

 環境政策課の主な事業でございますが、水質浄化対策としての合併浄化槽設置補助や、うしく

あみ斎場の運営負担金、ＢＤＦ、ペレット製造委託等バイオマスタウン構想の運用、ＬＥＤ照明

等への買換え補助など、環境衛生費に４億９３９万５，０５９円、自動車騒音・振動や河川の水

質検査・調査など公害対策費に６３６万２，９２０円、空き地の雑草除去費に９７０万８，６１

０円を支出しています。 

 次に、廃棄物対策課でございます。 

 歳入は、じんかい処理手数料や回収資源の売りさばき料などで、総額２億８，４２９万５２円

となりました。 

 歳出は、予算現額１５億１，８８６万９，０００円に対し、１４億４８万９，５８０円の支出

となり、執行率は９２．２％でございました。前年度と比較しますと、１億９，９５７万６，４



 - 102 - 

０８円の増となりましたが、主な理由といたしましては、こちらも先ほどお話ししました電気、

ガス料の高騰に伴うクリーンセンターの光熱費が増加したことと、リサイクルプラザの空調設備

改修工事を実施したことによるものです。 

 廃棄物対策課の主な事業でございますが、ごみの収集運搬費、クリーンセンターの維持管理費、

焼却灰の処分など、じんかい処理費として１３億３，３５４万２，７３８円、し尿の収集や処理

のための経費として４，８３４万７，６５７円を支出しています。 

 次に、農業政策課でございます。 

 歳入は、森林環境譲与税や県補助金、基金の繰入金などで、総額は４，１３１万２，２０６円

となりました。 

 歳出は、予算現額１億３，７５０万１，０００円に対し、１億１，０５４万９，０１４円の支

出となり、執行率は８０．４％となりました。前年度と比べまして２，０１８万２，６３６円の

増となりましたが、主な理由といたしましては、物価高騰対策として認定農業者と土地改良区に

対して支援を行ったことによるものです。 

 農業政策課の主な事業でございますが、新規就農者やＪＡの各部会に対する青果物等の集荷用

梱包箱などへの補助や物価高騰対策としての補助金など、農業振興費に８，０７０万６，９６５

円、土地改良区に対する運営補助や施設管理補助など、農地費に１，６２５万８，３４５円を支

出しています。 

 次に、商工観光課でございます。 

 歳入総額は１，９５８万９，８０１円で、主な歳入は自治金融貸付金預託金元金で、１，９０

０万円となっています。 

 歳出は、予算現額２億９，０５１万２，０００円に対し、２億４，８６４万１，２３６円の支

出となり、執行率８５．６％となっております。前年度と比べて１億８，５５５万７，５５３円

の減となっておりますが、主な理由といたしましては、一部企業における企業誘致奨励金の交付

期間が満了したことにより、奨励金の支出が大きく減少したことによるものです。 

 商工観光課の主な事業でございますが、商工会の運営助成やハートフルクーポン券の発行助成、

燃油高騰対策としての運送事業者等の営業支援など、商工振興費に２億１，０７５万２，８５７

円、観光施設の維持管理、牛久市観光協会への補助など、観光費に３，７０５万９，０７９円を

支出しています。 

 最後に農業委員会事務局ですが、歳入は、県補助金と受託事業収入で、総額は４１５万７，７

９４円となりました。 

 歳出は、予算現額１，５００万７，０００円に対し、１，３３７万１，３８２円の支出となり、

執行率は８９．１％となりました。 

 主な事業でございますが、継続事業として月２回の農地パトロールを実施し、無断転用の防止

と優良農地の確保に取り組んでおります。 

 環境経済部及び農業委員会における決算の概要説明は以上でございます。 

○藤田委員長 建設部長。 
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○長谷川建設部長 建設部長谷川でございます。おはようございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 建設部所管の令和４年度一般会計決算概要につきまして御説明をいたします。 

 歳出予算現額２４億６，５１４万３，０００円に対しまして、執行額２０億８，３２１万３，

７７５円、執行率は８４．５１％でございます。前年度決算と比較いたしまして、予算現額で約

２億４２７万５，０００円の減、執行額で４，０６７万５，５３６円の増となりました。執行額

につきましては、ほぼ前年と同額でございます。また、年度内に完了が見込めない３億２，６１

０万４，０００円は翌年度に繰越しをさせていただいております。 

 次に歳入ですが、こちらの事業を執行するため、国庫補助金、使用料及び手数料、繰入金など、

歳入総額５億３，４８３万７，０１４円でございました。 

 各課における決算の概要につきまして御説明いたします。 

 初めに道路整備課でございますが、歳入につきましては、国庫補助金、未利用地売却による土

地売払い収入、道路占用料など、歳入総額は４億２３８万円となっております。 

 歳出につきましては、予算現額１３億３９６万円に対し、９億４，０１３万円を支出し、執行

率は７２．１％でございます。また、３億２，６１０万円を翌年度に繰越しさせていただいてご

ざいます。 

 主な事業でございますが、道路維持費におきまして、舗装維持修繕計画に基づき、市道２９９

０号線、通称カントリーラインでございます。市道２１号線、同じくふれあい道路、ほか舗装改

修工事を実施するなど、３億７，２８１万円を支出いたしました。道路新設改良費では、狭隘道

路を拡幅整備する事業として市道６７５号線、こちら田宮町でございます。市道２４３５号線、

通称トロッコ通りなどに対しまして１億３，７４２万円。また、都市防災推進事業として市道５

１７号線、松ヶ丘団地、市道３７０号線、むつみ団地の排水整備、主にＵ字溝整備に３，４８２

万円を支出してございます。 

 次に、繰越し分の道路新設改良費では、市道５２号線、東下根地区、市道５３号線、南部地区、

市道５６号線、小坂地区など、２億４，５１９万円を執行いたしました。 

 今後も、インフラ施設の計画的な整備と適正な維持管理に努めてまいります。 

 次に都市計画課でございますが、歳入総額６，９７７万円で、主な内訳は国庫補助金５，８３

１万円、そのほか、使用料、雑収入でございます。 

 歳出につきましては、予算総額５億２，０６２万円に対し、５億７０７万円を支出し、執行率

は９７．４０％でございます。 

 主な事業でございますが、北部地区における宅地開発調査業務など都市計画を適正に管理する

事業として、都市計画総務費に４，４４４万円、公園、緑地、街路樹の植栽管理や公園内の遊具

更新工事など、公園費に２億９０８万円を、自然観察の森などの森林公園に７，１８２万円、ま

た、牛久駅西口の歩道橋整備や牛久駅及びひたち野うしく駅のエスカレーター、エレベーターを

安全に運転するため、点検及び維持補修など、駅周辺整備に１億６，９５５万円を支出いたしま

した。 
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 次に空き家対策課ですが、歳入総額２２６万円。 

 歳出につきましては、予算現額８７７万円に対し、８１３万円を支出いたしました。執行率は

９２．６８％でございます。 

 歳入の内容ですが、平成３０年度に田宮町略式代執行を行いまして、その解体撤去した物件の

回収金でございます。その他、所有者への指導や不存在物件の調査及びアンケート調査、無料相

談会などを実施、空家・空き地バンクによる利活用の推進などを行いまして、引き続き空家等対

策計画に基づき、空き家の発生抑制、空き家の利活用及び管理不全空家の解消に向けて取り組ん

でまいります。 

 次に建築住宅課ですが、歳入総額は６，３１１万円。主な歳入は、市営住宅等の使用料及び開

発行為等の手数料４，０７７万円、市営住宅の長寿命化に関わる国庫補助金１，９４１万円など

でございます。 

 歳出につきましては、予算現額７，３５６万円に対しまして６，９６５万円を支出し、執行率

は９４．６９％となりました。 

 主な事業ですが、市営住宅を維持管理するなどの住宅管理費に４，１３８万円、都市計画総務

費の宅地耐震化事業に１，４０５万円を支出いたしました。 

 最後に下水道課ですが、歳出予算５億５，８２１万円に対し、同額の５億５，８２１万円を支

出し、執行率は１００％でございます。 

 内容といたしましては、全額公共下水道事業への繰出金として支出いたしました。 

 以上が建設部各課における決算の概要でございます。 

 また、冒頭委員長より御案内がございましたが、道路整備課による事業箇所を示す令和４年度

決算位置図をＳｉｄｅ Ｂｏｏｋｓのほうに掲載してございますので、御参考にしていただければ

と思います。 

 説明は以上でございます。 

○藤田委員長 環境経済部、建設部等所管について質疑のある方は御発言願います。水梨委員。 

○水梨委員 おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 ２点ほど質問したいと思います。 

 まず３０４ページ、０１０６「イルミネーション事業を支援する」、こちらちょっと補助金なの

で、分かる範囲で構いません。内訳を詳しく教えていただきたいのと、それによっての集客効果

だったり、イルミネーションの事業だと思いますが、その後の市民の声だったりとか、その辺も

お聞かせ願いたいと思います。 

 そして、続きまして３２０ページ、０１０７「まちづくり団体の活動を支援する」とあります。

ひたち野うしくまちそだて協議会、こちら１６０万円の内訳を教えていただきたいのと、協議会

ということなので有識者の協議会だと思います。どのような人が協議会に選ばれているのか、そ

の辺をお聞かせ願いたいと思います。よろしくお願いします。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 ただいまの水梨委員の御質問にお答えいたします。 
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 ブリアントヴィルうしくですが、４１０万円、内訳を申し上げます。 

 会議費１万円、これはお茶代、通知送料です。工事費、仮設電気工事等で９０万円、委託費１

８０万円、これ装飾費、デザイン等々です。光熱費が５万円。すみません、もとい、会議費２，

５２５円支出いたしました。工事費が６７万９，２２３円、委託費が１２７万５，０３０円、光

熱費が１万６，２８２円、これはエスカードの使用分です。それと催事費が３５万３，１５２円、

これは出演者の謝礼や音響機材の借り上げなどに使っております。ポスター、パンフレット類の

印刷製本費で９万８，６７９円、消耗器材費、ボトルツリー、ワインの空き瓶で作ったツリーが

７１万５，５５０円、消耗品費がＬＥＤライト、ケーブル等で１４９万３，３８１円です。内訳

はこのようになっております。 

 集客効果なんですけれども、点灯式の際にちょっとしたイベントを行っておりまして、昨年は

ちょっと派手にはできなかったんですけれども、協賛のぶどう園通り商店会が、いつもやってい

るとてつもない大抽せん会をやってくれていまして、にぎわいの一つになっております。市民の

声としては、よく言われるのが電気料こんなに使っていいのかということなんですけれども、電

気代はそれほど、ＬＥＤなので、金額も今申し上げたとおり２万円以下ということになっており

ます。夜帰ってきて明かりがあるのはほっとするなという声は聞いております。 

 以上です。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 都市計画課藤木です。よろしくお願いいたします。 

 ひたち野まちそだて協議会の負担金の内訳ということでございますけれども、内訳といたしま

しては、協議会の会費として１万円を出しております。それと、協議会が実施しておりますウイ

ンターイルミネーション事業への負担金として残りの１５９万５００円、合わせまして１６０万

５００円というふうになっております。 

 協議会の構成なんですけれども、有識者というよりは地元の方のメンバーが集まっておりまし

て、会員としては地元の行政区さんと駅周辺の企業さんが会員として活動をしていただいている

という状況です。ちなみに、今年度も来月１８日、点灯式がありますのでお知らせします。 

 以上です。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 ありがとうございます。 

 ひたち野うしくは、とてつもない抽せん会だったりその辺はないんですか、その辺は。地元の

企業の方とか、ひたち野うしくの駅前だったりとかも何か催物今年もたしかあったと思いますの

で、引き続きひたち野うしく周辺も盛り上げていけるような形で、ぜひ好評であれば実施してい

ただきたいと思います。すみません、ありがとうございます。大丈夫です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 おはようございます。よろしくお願いします。 

 私から、まずは３００ページ、０１０６「ハートフルクーポン事業」ですね。改めて、このハ

ートフルクーポンの販売対象と参加店舗の状況について、ちょっとお聞かせください。 
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○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○出澤委員 ごめんなさい、まとめてですもんね。すみません。 

 同じく３００ページ、次は０１０７「企業を誘致し、進出希望企業を審査する」、これの具体的

な内容、成果と今後の課題なども教えてください。 

 もう１点の３００ページのほうが０１０８「物価高騰に対する運送事業者の運営を支援」とい

うところですが、これも対象の事業者についてまた詳しく教えてください。 

 以上です。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 まず、ハートフルクーポン券事業についてお答えいたします。 

 ハートフルクーポン券事業は、従来４年度は、対象者は市外、市内問わず１世帯当たり１０万

円を上限として１２か所で発売しておりました。前期が６月１日、後期が１２月１日ということ

で発売しておりました。前期が２億円、後期が３億円、プレミアム分は１０％です。これが概要

なんですけれども、今年度ちょっと大きく変わるかもしれないので、今手続中ではあります。 

 それと、物価高騰対策の運送事業者への補助金なんですけれども、物流が市民の生活に欠かせ

ないということで、倒産件数もかなり多いというデータもありまして、去年からやっております。

対象者としては、市内に営業所または事業所を有する法人または個人事業主となっております。

そして、申請日時点で今後も事業継続の意思があるということ、それと、ほかの似たような補助

金を受け取っていないということが条件となります。具体的には黒ナンバーが１台当たり３万円、

緑ナンバーが５万円ということで交付しました。上限額を設けまして、上限額は１００万円です。

周知も広報紙で２回ほど行ったんですけれども、緑ナンバーは大手でもありまして、運送協会に

入っているような会社はいいんですけれども、１４９台ぐらいあるとこちらの調査で分かってい

る黒ナンバーについては、ちょっと拾い切れなかったことがありまして、予算よりちょっと大分

少なくなりました。 

 それと企業誘致ですけれども、すみません、順番が逆になりましたけれども企業誘致ですが、

この奨励金は、まず市内に製造運輸情報通信業を営む企業がこちらで工場や事務所を建設する場

合に、または増設する場合に交付するものでありまして、まず流れとしては、新設・増設の稼働

をするまでにこちらの認定を受けていただきます。それで翌年に納税していただくんですけれど

も、その納税額、固定資産税及び都市計画税相当に当たるものを、認定から翌々年度になります

けれども、その相当額を交付しております。令和元年から３年度まではかなり多額の約３億円ぐ

らいの支出があったんですけれども、ここ数年それほどの支出はないです。 

 以上です。 

○藤田委員長 環境経済部長。 

○大徳環境経済部長 すみません、出澤委員の質問に少し補足と、少し整理させていただきます。 

 まず漏れがあったかなと思うんですけれども、ハートフルクーポン券事業なんですが、買える

方は市内、市外問わずとお答えしたんですが、対象事業者ということで店舗さんなんですが、こ

ちらの商工会に加盟している店舗さんで、商工会で募集をして手を挙げていただくような形。 
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 企業誘致の事業なんですが、今、企業誘致の奨励金ということで市内に製造業ですとか運輸業

とか倉庫業とか、そういった業種である一定の要件を満たした場合に、固定資産税、都市計画税

相当額が３年間免除というか、一度払っていただいてそれをお返しする、奨励金としてお返しす

るというような事業。この事業は「企業を誘致し」というような事業名称にはなっているんです

けれども、実際、奥原、桂の工業団地内には現在のところ空きの用地がないということから、積

極的な企業誘致というのは行ってはおりません。 

 それと物価高騰の補助金については、今大体説明したとおりなんですけれども、運送業、黒ナ

ンバーに３万円、緑ナンバーは５万円の補助ということで行いました。 

 補足、以上でございます。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。 

 ハートフルクーポンのほう、市内、市外問わずということで、これは僕は、大変大きい意義が

あることだと思うんですね。一説によると、本年度変わるところはこの部分じゃないかというこ

とをちょっとお聞きしているんですが、これは市民に対する補助なのか、それとも販売する店舗

の受益がメインなのかというところで、考え方によって多少違うと思うんですね。市民への補助

が目的になると、やっぱり市外に出しちゃうと税金を市外の人に使うのかという批判もされると

思うんですけれども、ただ一方で、市内の事業者を助けるという意味では、市外の人からも広く

可処分所得を集めるという意味からは、市外の人に販売する意義も大きいと思うんです。本年度

変わるところがもしあるんであれば、それもお伺いしたいのと、あと、企業の誘致のほうは今現

在ある企業が新しくということの理解でよろしいんですかね。全く市内に関係ない企業が進出す

る場合というのは適用されないという理解でしょうか。以上２点お願いします。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 まず、ハートフルに関してお答えします。もともとの趣旨としては事

業者支援ということで、それで市外、市内問わずとにかくお金が落ちればということで始まった

制度です。ただ、今回市長替わりまして、市長も市民生活の一助となるようなことをお考えのよ

うでしたので、これから、はっきりとは今申し上げられませんが、市民にも還元もっとできるよ

うな制度になるかと思われます。 

 企業誘致ですけれども、市内に新設あるいは増設なので、新しい企業が進出してくるのを妨げ

るものではありません。 

 以上です。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 そうですね。ハートフルクーポンのほうは、やっぱり今お話ししたようにどちらを

メインに考えるのかというところで、多分大きく制度が変わってくると思うんですよね。そこは

僕がどうのと、市長のお考え、担当の方のお考えがどう反映されるかというのは、今後も注意深

く見ていきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上になります。ありがとうございます。 
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○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。伊藤委員。 

○伊藤委員 よろしくお願いいたします。 

 では、３点伺います。 

 ２７０ページ、０１１５「住宅用ＬＥＤ照明等の買換え費用を助成する」、こちらの実績につい

て伺います。 

 次に、２８０ページの０１０８「ふれあい訪問収集を実施する」、こちらの利用するに当たって

の申請の仕方を伺います。 

 続いて２９８ページ、０１０４「消費生活センターを運営する」、これはどのような相談が来て

いるのか、相談内容は様々であると思いますが、どのような対応をされているか伺います。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 環境政策課飯島です。お答えいたします。 

 住宅用ＬＥＤ照明等の買換え費用を助成する事業の実績につきまして御報告させていただきま

す。お手元に事業別の実績調書というのをお配りさせていただいているかと思うんですが、それ

を基に御説明させていただきます。こちらにつきましては、住宅に設置されている白熱灯や蛍光

灯をＬＥＤ照明等に買い換えるための費用として、１世帯２万円分のＬＥＤクーポン券を市民の

方に交付いたしました。１世帯につき２万円ですね。申請期間が令和４年の１２月１２日から令

和５年の１月３１日まで受付をしまして、申請件数が１万１，９３０件ございました。そのうち、

審査等を経まして発行した世帯数が１万１，１３９件、こちら審査の内容としましては、市税等

の滞納がない方、また、ダブって世帯主の方以外に申請が上がっていないかですとか、１世帯に

つき１つであったり、あとは住所地、市内に居住している方で間違いないかとかを審査をしまし

た結果、１万１，１３９世帯の方に交付を決定して、簡易書留にてクーポン券を郵送しておりま

す。それで、発行額の合計が２億２，２７８万円となっておりまして、そのうち、換金件数が１

万５，９６１件、換金額が２億１，５７７万６，０００円となりまして、換金率が９５．２％と

なっております。 

 ＬＥＤの照明灯の取扱い事業所数、こちらが商工会に登録していただいている事業所さんとな

っておりまして、全部で４６事業所となっております。実際、令和４年度中に１月３１日までに

申請のあった方のうち２億円分、１万世帯分については１２月補正で計上したんですが、その分

ちょっと予想より申請件数が上回りましたので、利用期間を当初２月２８日の利用締切りだった

んですが、それを３月３１日まで、追加で１万件を超えた分につきましては３月までの利用にし

て、予備費を充当しまして追加交付分に充てまして、１万を超える分については発行しておりま

す。３月までの利用期間分につきましては、事業所への換金が翌年度になりましたので、その分

を繰越ししている状況でございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 廃棄物対策課の岩瀬です。よろしくお願いします。 

 ふれあい訪問収集、こちらのほうについてお答えさせていただきます。 
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 申請につきましては、親族の方や民生委員さん、ケアマネジャー、ヘルパー等、本人の承諾を

得た上で申請をすることが可能となります。その後、現地のほうで状況を確認するために日程調

整等を行いまして、現地でケアマネジャーさんやヘルパーさんを交えながら、ふれあい訪問収集

が必要かどうかということを判断させていただいております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 伊藤委員に、消費生活センターを運営するについて御質問にお答えし

ます。 

 まず、どのような相談が来ているかですけれども、大変多いのは屋根工事、点検に来ましたと

いうことで高額な工事と契約してしまうというのが大変多いです。あと、お試しということで１

回で申し込んだつもりが定期購読になっていたというのも大変多いです。それから、４年度は脱

毛エステサロンが柏のお店が倒産してしまって、ローンを組んでいるので、その支払いはしなき

ゃいけないのかというのが短期的に来ました。あと、注文していない商品を、注文していないの

に送りつけられて、そのまま請求書が来てしまうようなのも件数多かったです。それから、身に

覚えのない支払い請求、クレジットカードを勝手に第三者に使われてしまったという相談もあり

ました。 

 このように相談内容は様々なんですけれども、今、消費生活センターでは国家資格を有する相

談員が２名おりまして、大体年間５００から６００件ぐらいの相談をさばいております。相談員

の域としましては、企業と相対するときにどうしても立場が弱くなってしまう消費者を、対等な

関係にまで引き上げるということを目的としております。アドバイスしたり提案もするんですけ

れども、内容によっては警察に情報提供したりですとか、あと弁護士さんに相談したりというこ

ともあります。最近、悪質な事業者が本当に巧妙な手口、複雑な手口になっているので、１件が

完結するまでの時間が大変長く、それから相談者さんがちょっとクレーマー化してしまうことも

あって、それが今の課題となっております。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。磯山委員。 

○磯山委員 ２点お願いいたします。 

 まず、３１４ページの０１５２の「通学路の安全確保のため市道を改良、舗装する」というこ

となんですけれども、これは、通学路となると全てじゃないですが大体が歩道だと思うんですけ

れども、このお金でどういうことをしているのか具体的に教えていただきたいのが１点です。 

 もう１点なんですけれども、３１８ページの０１０５の中の「ひたち野地区宅地開発検討」と

いうことなんですけれども、これは東猯穴のことなのか、東猯穴のことであったら、今どのよう

な感じになっているのか、検討事項なんかもあればそれも踏まえてお答えお願いいたします。 

 以上です。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 道路整備課加藤です。よろしくお願いします。 
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 今の磯山委員からの御質問にお答えいたします。 

 まず、３１４ページの０１５２「通学路の安全確保のため市道を改良舗装する」、こちらの事業

につきましては繰越しの事業になっております。こちらの事業で整備している路線としましては、

まず、神谷小の進入路であります１０１３号線、それと東下根地区になるんですけれども、総合

運動公園の東側になります市道５２号線、あと、県南水道さんに行く遠山のほうから抜けていく

道の５３号線ですね。それと小坂町地内になるんですけれども、国道４０８と鎌倉街道をつなぐ

市道５６号線。こちらの路線と、あと市内の交差点箇所になるんですけれども、そちらの交差点

対策ですね。交差点の横断歩道の隅切りのところに車止めのポールを立てるような事業としてや

っております。その中で、もちろん工事費として各路線の工事費及び歩道の新設設置等の拡幅に

なるようなものにつきましては、補償費ですとか土地購入費のほうも計上させていただいており

ます。 

 以上です。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 「都市計画を適正に管理する」の中の「ひたち野地区の宅地

開発検討について」ということの御質問にお答えいたします。 

 御質問のとおり、こちらにつきましては東猯穴地区の宅地開発に向けた業務となっております。

先ほど、業務の内容といたしましては市街化区域編入などの都市計画変更の手続や協議、それか

ら土地区画整理事業の事業計画の作成、それから土地区画整理準備組合の支援業務などを行って

おります。 

 今現在の進捗状況といたしましては、今まさに市街化区域編入の手続を行っているところであ

りまして、今年度中には市街化区域編入の予定になっております。それを受けまして、すぐに今

度は組合の設立認可と土地区画整理事業の事業認可を、来年度取得をしまして、令和７年度から

工事の着手をしていきたいという予定でおります。最終的には、今の予定ですけれども、令和１

１年に換地処分を予定しているというような状況です。 

 以上になります。 

○藤田委員長 磯山委員。 

○磯山委員 先ほどの通学路のことなんですけれども、こちらはあれですか、例えば行政区であ

るとか近隣の方からの依頼があってやっているのか、それとも市のほうでパトロールなりなんか

して気がついた形でやっているのか、両方あるのかどうか、そこのところちょっと教えてくださ

い。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 こちらの事業につきましては、もちろん行政区さん等の要望もそうですし、

あとは教育委員会との通学路点検、こちらのほうで毎年回っているんですけれども、そういった

ところから、学校等の要望が出ているところなんかの箇所も含めて課内のほうで協議して、整備

する路線、箇所等を決めまして、あとは国の補助金なんかも使うために路線を整備したりという

形で、路線として、箇所としてはそういった形で選定のほうをしております。 
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 以上です。（「終わります」の声あり） 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。甲斐委員。 

○甲斐委員 よろしくお願いします。 

 ３点です。 

 まず、２６２ページです。「飼い犬を登録し、狂犬病を予防する」、２６万６，０００円、２０

０か。前回私一般質問でもちょっとお伺いしたんですけれども、この決算は犬のほうだと思うん

ですけれども、猫、その後どうなったかと、あと、答弁内容の中で他市事例を参考に協議会検討

していくというお答えいただいているので、あれから３か月どのように動かれたのか、ちょっと

内容を確認したいと思います。 

 あと、２点目として３０２ページ、「牛久市観光協会を支援する」の決算なんですが、これ通年

ちょっとお伺いしています事業内容を確認取りたいと思います。あと加盟者、市内事業者だと思

うんですけれども、数をお尋ねします。あわせて２番項のいばらき自慢運営補助金が、ちょっと

これ私、意外と出しているなと思っているんですけれども、ここの内容を、確認の意味で細かく

再度お尋ねしたいと思っています。 

 ３点目が土木費のほうなんですが、３０６ページかな。「道路施設を維持補修する」ということ

で、３０６から３０８に行くと思うんですけれども、まず１８番、業務の道路補修ですね。何と

いうんでしょう、補修をする条件等がもしあるのであればお伺いしたいというのと、その下の３

番のスズメバチ駆除、これは議会でも取上げが入っていましたけれども、この２点、ちょっと市

民要望的なものが寄せられる声が本当に多いので、道路を補修条件がもしあるのであれば、その

ような優先順位等を教えていただいて、あと、今後どれぐらい担当課のほうで把握して見込んで

おられるのか教えていただきたいと思います。スズメバチに関しては実績といいますか、どちら

を対応したのかということでお願いします。 

 以上３点です。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 飼い犬を登録し、狂犬病を予防する事業につきまして、６月議会で甲斐委員さんのほうから御

質問いただいた件ですね。ほとんど犬の予算ではあるんですが、猫のほうの予算も取っておりま

して、飼い主がいる猫、飼い主いない猫の去勢避妊手術費の助成を行っている予算は取っており

ます。また、今年古河市のほうで猫の登録制度が発足したということで大変話題になったところ

なんですが、そちらにつきましては、現在のところ牛久市としましては、狂犬病予防法に犬につ

きましては登録義務づけられておりますが、猫はまだ義務づけ等にはなっていないということ、

また、猫につきましては基本室内飼いをお願いしていること等もございまして、逃げ出したりす

るということはあまりないのではないかということで、登録は基本飼っている猫の登録というこ

となので、今のところ考えておりません。ただ、外で飼っていたり、また外の猫に餌をあげてし

まっていたりして、その猫が子供を産んで今現在繁殖しているというケースが大変多くなってお

りまして、ボランティアさんと協力しながら今も五、六件動いていまして、捕獲をして手術をし
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て、また放す。餌をあげている方には終生飼養、もう猫が亡くなるまで面倒見てくださいねとお

願いをして、了承いただいてから手術をしているという状況で、今五、六か所動いているところ

でございます。 

 また、猫を飼っているんだけれども独り暮らしの高齢者の方が入院してしまったり、飼って餌

をあげる人がいなくなってしまったり、あとまた１１月、今度来月になるんですが、もう３０匹

近くアパートの中で飼っているのに、いなくなってしまった。ずっと家賃も払っていないので大

家さんが強制的に退去してもらうということで、この猫どうしようかということで、今もボラン

ティアさん動いてくれているところでございます。ほかの市のボランティアさんとかも協力して、

牛久市の協力員さんと共に進めていただいているというケースもございます。そういったことを

今、猫のほうは進めているところでございますので、登録については今のところ考えておりませ

ん。 

 協議会の状況なんですけれども、今ボランティアさんにも協議会のことについては相談したり

していまして、ぜひ発足してほしいという声が多く聞かれているところでございます。また、獣

医師さんのほうにも、まだ全員の獣医師さんにはお聞きしてはいないんですが、いいんじゃない

のということで、今まだお二人の方にしかお話しとかしていないんですが、まずはほかの獣医師

さんにもお話しさせていただきたいので、来年２月に獣医師さんが集まる会議、第５支部という

んですが、市内の獣医師さん集まる会議がございますので、そちらにボランティアさんもよろし

ければ御参加いただけますかということを声かけさせていただきまして、獣医師さんとボランテ

ィアさん集まって協議会発足についてどうするかとか、あとはまた今懸案事項となっているペッ

トの同行避難とか、そういったもののガイドライン等も作成しておりますので、そういったもの

の御意見等もいただくなど、そういう場を来年の２月に設けさせていただきたいなと思っている

ところで、今まだ正式に決定していないんですが、相談している状況でございます。その後、協

議会の発足に向けて引き続き協議していきたいと思っています。 

 以上になります。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 観光協会についてお答えします。 

 まず、事業内容ですけれども、コロナ前にやっていた観光巡りとかそういったことはちょっと

できませんでした。大体、市内のイベントの協賛ですとか、４年度はＪＲの「駅からハイキング」

に参加いたしまして、１０月の５日間で３００名が参加されるようなことがありました。あとは

キューちゃんグッズとか、市内、市外で催されるイベントにキューちゃん焼きで出店いたしまし

た。こういった内容です。 

 それと加盟者数ですけれども、ちょっと今正確な数字はないんですけれども、大体１７０ぐら

いです。市外の業者さんも入ってはいます。 

 それといばらき自慢の支出なんですけれども、人件費ですね。もともとは観光案内機能も一緒

に持たせるということで、観光協会から補助金もらっているんですけれども、一番大きいのが人

件費ですね。エスカードビルの賃借料も大きいです。品目も増えまして、大分４年度は売上げも
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徐々に上がってはおります。 

 以上です。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 「道路施設を維持補修する」の事業の業務、道路補修の条件等と今後の見

込みについてということなんですけれども、こちらにつきましては、市内業者さんと牛久市のほ

うで補修の協定を結ばせていただいておりまして、舗装の破損ですとか側溝の部分的な壊れです

とか、あとは道路構造物の破損ですね。こちらのほうを早急に直すという意味で協定を結んで、

協定を結んだ業者さんのほうに依頼して部分的な補修という形で実施させていただいております。

こちらの依頼の条件というものは基本的には特にございませんので、基本的に道路の破損ですと

か構造物の破損、あとよくあるのはちょっと水たまりができてしまうとか、内容によってはなか

なか対応も難しい内容もあるにはあるんですけども、基本的にはそういう軽微な補修という形で

実施しております。 

 今後の見込みということなんですけれども、ほかの事業と違って路線で整備したりというもの

ではないので、ある程度今までの見込みで月大体９００万とか、そこら辺の実績で補修を実施し

ておりますので、今後もなるべくそういう補修等がないように路線の整備としてやってはいきた

いと思いますけれども、継続して、この補修委託のほうも同じような形で並行して実施していく

ように考えております。 

 あともう一つ、スズメバチの駆除についてなんですけれども、こちらのほうは実績になります。

実際今回やった場所が新地町になりまして、そちらの道路用地の部分から生えている木がありま

して、そこにスズメバチの巣がありまして、土地所有者が牛久市道路整備課の管理の道路用地と

いうことになりますので、そこで道路整備課のほうで業者に依頼して、スズメバチの駆除を実施

したというものになります。 

 以上です。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 ありがとうございました。 

 ２点ほど再質問します。 

 まず観光協会なんですけれども、先ほどもちょろっと言っちゃったんですけれども、最近の国

内と県内の観光産業に対しての取組は、すごいどの自治体も力を入れているのを多分皆さん感じ

ていらっしゃると思うんですけれども、市長交代に伴って、市長もその辺は注力していくという

ような話をされている中で、観光協会の役割はすごく大事だと思うんですよね。それが何かちょ

っとよく分からないんですよ、今の話だと。事業者も、今度ちゃんと話しますけれども、事業者

向けの事業をやっているのか、観光客向けの団体組織であるのかという明文化がされていないん

ですよ。それを今後改善課題としてやっていく意思があるのかという質問で、再質問させていた

だきます。 

 それと道路のほうは、都度補修は理解したんですが、全体的な、市の全体的な補修箇所という

のを本当に予測でやっているとおっしゃっていましたけれども、実際私、経年劣化の部分の住民
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相談すごく多くて、私栄町ですけれども、栄町の人じゃないところから入ってくるんですよ。そ

の辺の把握状況は、庁内で統一して担当課のほうでやっているのかどうか。再度、申し訳ないん

ですがお尋ねしたいと思います。 

 以上２点です。 

○藤田委員長 環境経済部長。 

○大徳環境経済部長 再質問１点目、観光協会の在り方というか、どういう方向性なのかという

ことで、これ以前、甲斐委員のほうからも一般質問等でもいただいていまして、笠間市の事例で

すとかを調査して答弁した記憶があるんですけれども、まさに今御質問あったとおりで、沼田市

長は観光のほうかなり力を入れたいという御意向でいらっしゃいます。今、方向性についてどう

していくというのはここで申し上げられるものではないと思うんですけれども、沼田新市長の意

向というか、市長の公約とか意向とか反映した形で、観光強化の在り方というのもこれから変わ

っていくのではないか、変えるべきではないのかというのは、実際確かにおっしゃるように、ち

ょっと曖昧な位置づけになっているというのは確かではありますので、こちらは考えていきたい

というか、今のままではよくないなというのを感じますので、在り方については、市長の御意見

踏まえながら考えていきたいと思います。 

 以上です。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 維持補修、道路の補修委託の全体的な把握等というところなんですけれど

も、こちらにつきましては、市のほうで委託している青色パトロール等の実施の際の報告と、あ

と道路整備課職員のほうでもパトロール等実施しておりまして、そちら等で把握したところにつ

きましては、事前の連絡の前に市のほうで対応したりということでやっておりますが、やはり市

内全域となりますと、延長数もかなり多いところがありまして、まだ地元の方からの連絡通報等

をいただいて現地の調査、補修、実施というのが今現状の形としてはそういう状況でおります。

その中で軽微でないものにつきましては、路線としての整備等することができるかどうかも含め

まして課内のほうで検討して、事業化できるのかどうか等を検討しております。 

 以上です。 

○藤田委員長 ここで暫時休憩いたします。再開は１１時１０分といたします。 

午前１１時００分休憩 

 

午前１１時１０分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き、決算特別委員会を開きます。 

 質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 おはようございます。 

 環境経済部の関係で３問、最初にやらせていただきます。 

 ２６６ページ、「地球温暖化対策を推進する」という０１０８のところです。この中で、環境配

慮型機器の導入補助金というのがあるわけですけれども、資料を拝見いたしますと、昨年度は実
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質補助をする対象としては、燃料電池型のコジェネと蓄電池の２つというところに絞ったという

ことが書かれていたわけですが、その前の段階では潜熱回収型の給湯器、それと住宅用自然冷媒

ヒートポンプ給湯器というものも入っていたわけですが、それぞれが、例えば潜熱回収型のは６

２２件、自然冷媒ヒートポンプというのは６５件の応募があったわけですけれども、それがなぜ

なくなったのかというところが１つお聞きしたいところでございます。そしてまた市民からどの

ような、それに対する反応があったかというところを聞かせていただきたいと思います。 

 それから２７４ページ、０１０１「一般廃棄物を収集する」というところですけれども、資料

を拝見しますと、可燃ごみの排出量というのがあまり減っていないという感じがいたします。不

燃ごみですとか資源物は、資源物が減るということはいいことなのかどうか分かりませんけども、

一定の減少を見せているわけですけれども、可燃ごみがあまり減っていないような感じがしたわ

けですけれども、それをどのように考えているか、見ているかというところについて。また、そ

の原因ですね。それについての見解をお聞きしたいのと、可燃ごみについては組成分析というの

をやっておられるかと思いますけれども、最近の中身というのはどんな状況になっているのかと

いうところ、お聞きしたいと思います。 

 それから、２９８ページの０１０２の「牛久商工会の運営を助成する」ですけれども、１０月

からインボイスが始まっているわけですけれども、商工会に対して、それについていろいろな悩

みとか御意見や何かが寄せられているのか、あるいはこちらの市役所のほうにそういったものが

今寄せられているのかどうか、寄せられているとしたらどういうふうな内容なのかについて、状

況について御説明をいただきたいと思います。 

 以上３点です。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 地球温暖化対策を推進する事業につきまして、現在は家庭用燃料電池コージェネレーションシ

ステム、エネファームですね。そちらと、あと太陽光発電に接続する蓄電システム、家庭用ので

すね。そちらに補助を出させていただいております。エネファームにつきましては１基につき４

万円、蓄電システムについては１基につき５万円を助成しているところでございます。その前に、

令和３年度の前につきましては、それに合わせて、先ほど杉森委員からもお話ありましたように

住宅用潜熱回収型給湯器、ガス式というものに、２８年度から令和４年度までのトータルで５２

２基、令和４年度までにはなっていないですね、失礼しました。助成していたのが令和２年度ま

でになるんですが、トータルで５２２基ということで、こちらはよく言うエコジョーズというも

のなんですけれども、こちらがガスで給湯するというものでございます。出た熱を再利用すると

いうところでもあるんですが、そういうものと、あと住宅用潜熱回収型給湯器、灯油式というも

のになります。こちらがエコキュートというものですね。失礼しました、エコキュートじゃなく、

ごめんなさい、そちらのガス式と灯油式があります。そちらはゼロ件なんですけれども、住宅用

自然冷媒ヒートポンプ給湯器、こちらが６５件、令和２年度まで行っていたんですが、こちらに

つきましてはエコキュートというもので電気で給湯するという、ヒートポンプ式でエアコンの原
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理を利用しているというものみたいなんですけれども、こちらが電気で給湯するというもので、

主に電気製品をつくっている会社などが製造しているものですね。こちらが１万円ですかね、１

基につき１万円補助しておりました。先ほどのエコジョーズも１万円補助していたんですが、一

定の成果が見られたということと、あとは二酸化炭素の削減量がさほど、エネファームや蓄電シ

ステムに比べてさほど大きくないという現状もありましたことから、当時の判断で、こちらにつ

きましては一定の成果が見られたということで、廃止になっているところでございます。 

 それに伴って、特に市民の方から何でやめたんだろうか、復活してほしいという声は私が来て

から、令和４年４月からなんですが、令和４年以降は特に来てはいない状況でございます。 

 エネファームや蓄電システムにつきましては、引き続き補助のほうは続けていきたいと考えて

おります。こちらのほうは二酸化炭素の削減量もとても大きくなっていまして、エネファームに

ついては１台当たり１年につき１，４００キロの二酸化炭素が削減になる。また、蓄電システム

については１台当たり１年１，８００キロの二酸化炭素の削減になるということで、非常に有効

な手であるという判断から継続して補助している状況でございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 それでは、可燃ごみの減っていないということ御質問いただきましたの

で、それについて御回答したいと思います。 

 可燃ごみなんですけれども、家庭系の可燃ごみにつきましては、昨年度と比較しまして約２４

２トン減少しております。あまり可燃ごみが減っていない理由というのは、事業系ごみ、事業所

から出るごみですね。そちらの可燃ごみが逆に、昨年度と比較しますと１３０トン増えているよ

うな状況になります。そういったところから、減少というのが大きくなかなか出てきていない、

減っていないのかなというところと判断しております。こちらを下げるためには、市のほうとし

ても家庭ごみを減らすために生ごみ処理容器とかを使って補助金を出すという形を取っているん

ですけれども、大体燃えるごみの中でも約４０％が生ごみということになりまして、生ごみとい

うのはほとんど水分になります。水分を飛ばすことによって、なくすことによって可燃ごみの量

も減るというようなことで考えてございますので、そちらのほうは引き続き力を入れながらやっ

ていきたいと思います。 

 それと組成分析なんですけれども、前回行ったのが令和元年度になります。こちらのほうで燃

えるごみの中の組成分析をさせていただきました。今後計画がございまして、１０年の廃棄物の

計画があるんですけれども、そちらのほうで中間の５年間を迎えますので、そちらの中でまた組

成分析をして、今の状況を把握したいと考えてございます。 

 以上になります。 

 組成分析の元年度の結果というのは出ております。こちらの大きなものをお話しさせていただ

きますと、生ごみ関係が全体の約４０％ほどを占めておりまして、そのほか２６％ほどを紙類が

含んでございます。あとプラスチック関係で約１８％、大きなものとしましては、こちらのほう

が可燃ごみの中に含まれているものになってございます。 
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 以上です。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 インボイスについてですけれども、商工会とは頻繁に会っております

けれども、インボイスについての話は全く出たことはございません。臆測ですが、経営指導員が

個別指導で年間１，０００件ぐらい回っているので、それで事足りているのかなという想像はし

ております。 

 以上です。 

○藤田委員長 杉森委員。 

○杉森委員 環境配慮型機器の導入補助ということですけれども、確かに燃料電池というのはガ

スが発生するわけじゃないですから、効果は一目瞭然ですけれども、私は潜熱回収型というほう

もばかにできないんじゃないかなと思うんです。つまり、製造会社の説明だから１００％それを

信じるということもできませんけれども、いわゆる２００度の廃熱を廃棄するということではな

く、それを回収して使うというところで、それが約２割に相当すると言われているわけですから、

２割そのものができるのかどうかというのはちょっと疑問もあるんですけれども、割合大きい技

術じゃないかなというふうには思うんですよね。ですから、効果が低いという観点についてはど

うなんだろうかなというふうに思います。 

 それと、あとやっぱり燃料電池のほうは高いですよね、ちょっと購入する際の費用が。ですか

ら、一般の人が買う場合に、そこまでのあれは行かなくても一定貢献できるということについて

は、再度検討してもいいんではないかと思います。いかがお考えになるか見解を、今後の問題と

してずっと駄目なんだということになるのかどうか、検討の余地はあるのかどうか、それについ

てもお聞かせいただきたいと思います。 

 それと廃棄物のところでは、私これ、同じあれを一般質問で１５年前にやったんですよ。大体

同じなんです、組成比率がね。全く同じだったのは生ごみ４０％。それで、これはなかなかコン

ポストの問題ですとかいろいろ当時から言われていますけれども、なかなか減るのが難しいとい

うところで、あと紙類というのは当時もうちょっと高かったですね。３０％に近かったです。そ

れが２６％に減ったというところは、全体の中での組成比率ですから、それだけで喜べるかどう

かというのはありますけれども、それでも２６％あると。そして、プラスチックについては増え

ているんですね、当時１６％。それが今度１８％に増えています。それで、今の国のほうもそう

ですけれども、プラスチック対策というところが一つの、海洋プラスチックの問題、御存じのよ

うにあるわけですけれども、これはやはり本気で考えていかなければいけないことで、全国市議

会議長会のところでも海洋プラスチックというのは特別対策委員会までつくって、今全国的にこ

の問題に対処しようということで動いているわけですけれども、牛久市としても、やっぱりこの

問題はもうちょっと考える必要があるのかなと思います。プラスチック製品の回収の仕方という

ところも、一つの例が出ているのは、プラスチック類のごみ袋という形にしているところもある

ようですね。プラスチックの容器だけではなくていろんな製品ありますよね、おもちゃから何か

ら。そういうのを一緒くたにしちゃうごみ袋なんですね。容器だけではない。そういうあれでプ
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ラスチックの回収率を上げるというやり方、こういったことも一方では考える必要があるのと、

あと紙類のところでは、特に全国的にやられているのはやっぱり雑紙対策ですよね。ですから、

これについても牛久の場合はまだそれが十分やれていないというのが現状かというふうに思いま

すので、どのようにお考えになるか。それについてお聞かせいただきたいと思います。 

 インボイスのほうはお話ないということですので、特にございません。 

 以上です。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 こちら廃止となってしまった潜熱回収型給湯器、エコジョーズですね。あとはエコキュートで

すか、自然冷媒ヒートポンプ式給湯器なんですけれども、こちらにつきましては給湯をするとい

うもので、出た熱でまたお湯をつくるというような、給湯がメインになっているような機械でし

て、今実際補助を行っているエネファームというものが、こちらは発電もしているんですね。エ

コジョーズ等はやっぱり議員さんおっしゃられたように１０万円前後で設置できる、お手頃な価

格で設置はできるんですが、給湯のみ。また、エコキュートも３０万から７０万ぐらいで設置で

きるけれども、給湯のみ。エネファームがちょっと１００万ぐらいはかかってしまうんですが、

ガスから取り出した水素と酸素が化学反応を起こして発電したり、そこから出た熱で給湯も行う

という機械でございまして、こちら耐用年数も１０年から２０年程度もつということで、どっち

かというと今の傾向としては、エネファームの導入のほうが各家庭で増えているのかなという状

況もあって、私の想像であるんですが、そういう傾向から廃止に至ったのかなというのもありま

す。ただ、やっぱりお手頃につけられる給湯器というのもあるので、需要が今後ないとも限りま

せんので、市民の方から御要望あったときにはぜひ検討させていただきたいと思っております。

蓄電池につきましては、引き続き補助は行ってまいりたいと思っております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 可燃ごみの割合なんですけれども、委員さんおっしゃるとおり４０％台

というのが過去を見ても出ているような状況でございます。紙類につきましては、だんだんと下

がっている傾向ではあります。その要因といたしましては、今かなり電子化が進んでいる関係も

ございまして、可燃ごみ今まで出ていたものがタブレットとかそういったことで確認したり、記

事とか新聞とかもそうですけれども、そういったものの普及によって紙類全体が少なくなってき

ているのかなと。ただ、燃えるごみの中にはやはり資源に回せるようなごみも多く含まれている

のが現状になります。こういったものを分別を徹底していけば、もっと可燃ごみというのは減っ

ていくんではないかなと考えてございます。 

 それとプラスチック関係なんですけれども、こちらも私どものほうも何とかしなくてはならな

いという形で考えてございます。実際に、委員さんおっしゃったように容器包装プラだとか製品

プラだとか一緒にという形も当然ございます、考え方としまして。ただこちら集めたところで、

その先、中間処理をしていただくところというのが今はないような状態です。今、こちらのほう
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もどこかそういったところがあれば、そういったプラスチックの回収の仕方ということを見直し

ながら再資源化という形で取り組むことができますので、そこについてはいろいろと情報を集め

ている最中でございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 杉森委員。 

○杉森委員 燃料電池のほうのあれは、やっぱり技術的には優れているので、どんどん広がって

いったらいいと思いますけれども、おっしゃるとおりやっぱり高いということがありまして、以

前は県のほうの補助もあって、９万円ですか、補助があって大変多い応募があったというふうに

ありますけれども、今４万円でしたっけ、下がって。１００万単位のあれで４万円というと、ほ

とんど補助という感じがしないぐらいのあれなので、実際に応募も極端に減ってしまったような

感じを見えるんですよね。ですから、やっぱりそれぞれの市民の家計の問題というのも考えなが

ら、しかし環境問題は進めていくということで考えていっていただければなと。これは最後の希

望です。 

 それから、ごみのほうの問題については、紙類の関係はやっぱり特に雑紙対策というところで

は、どうやるのかというところはいろいろ各自治体も工夫していますので、そういったところを

もっといろいろ見ながら、自治会との協力というのは一つのポイントかなというふうには思いま

すけれども、それだけではなく、いろいろな手法が行われているようですので、ぜひ紙の削減と

いうところも積極的に行っていただきたいなというふうに思います。 

 以上です。これも結構です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。柳井委員。 

○柳井委員 先ほど質問と答弁があった３００ページの企業誘致の件で質問をさせていただきま

す。 

 先ほどは実績ありました。私は常日頃から、もう企業誘致、牛久は力を入れてほしいなと、ど

んどん新規の進出企業来てほしいなといつも思っていますもので、その面からの質問をさせてい

ただきます。 

 それで牛久市は、そういう進出してほしいという発信のようなものを昨年やったのかどうか。

それから、牛久に進出したいというような気持ちで問合せとか何かがあったのかどうか。昨年ば

かりでなくても結構なんですけれども、そういう傾向というものを聞かせていただけたらと思い

ます。それが１つです。 

 それから、３１８ページの「市民や来訪者に分かりやすいサインを計画的に設置する」、これに

ついては内容どのようなサインを設置してきたかというのをお聞かせいただけたらと思います。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 商工観光課長補佐。 

○野崎商工観光課長補佐 企業誘致についてお答えします。 

 昨年度、先ほども部長からあったと思うんですけれども、工業団地がちょっと今空きがない状

態なので、特にこちらから発信するということはございませんでした。 
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 それと問合せですけれども、昨年度は企業と不動産会社を含め、約五、六件問合せはございま

した。 

 以上です。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 サインの関係の御質問ですが、昨年度は牛久駅、ひたち野う

しく駅周辺の案内板の更新ですね。内容の更新を行っております。内容変えた部分は、住井すゑ

文学館を追加して、あと二所ノ関部屋の案内といいますか、位置的なものを追加するという内容

で、牛久駅、ひたち野うしく駅それぞれの更新を行ったというものでございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 柳井委員。 

○柳井委員 牛久に進出したい企業の問合せ、あることはありましたよということで、少しは牛

久市の、何ていうんですか、企業立地というのはどういうものかというのを、私らも牛久は本当

に圏央道あったりいろいろな国道が２つもあったり、駅も２つあり、非常に便利なところで立地

的にはいいところだろうと日頃から思っていまして、問合せ全くないのかな、それともある程度

は企業も条件がよかったら出たいという気持ちがあって、そういうあれがあるのかなと思ってい

たものですから、そういう問合せがあるということは、もうちょっと頑張ればというような気持

ちも出てきますし、牛久の評価ということでも、そういう評価されているのかという思いがあっ

て少しは気分がね。実績はありませんけれども、造成する以外に。ずっとここのところありませ

んので、やりようでは頑張ればという思いもちょっと感じました。ありがとうございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 ごめんなさい、ちょっとお待ちください。失礼しました。 

 ２６６ページのバイオマスタウン構想についてちょっとお聞きします。約３，５００万円ほど

の予算が組まれていると思います。バイオマスタウンの詳細というのは、これによってバイオデ

ィーゼルやペレットを作成、つくって販売するといった事業が主かと思いますが、これ収支どう

なっているのか。それと、これも多分導入されてから１０年ぐらいたつと思うんですけれども、

今後の展望等、それとこれ社会的意義に関してどのように考えるのか、教えてください。 

 以上です。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 「バイオマスタウン構想を運用する」の事業費の内訳なんですが、主にバイオマス施設、ペレ

ット、木質ペレット、住宅から出た端材などを利用してホワイトペレットを作成しまして、それ

を市の施設の空調機、冷暖房に利用したりですとか、あとは市の施設のペレットストーブ等に利

用したり、あと学校等も利用したりしているほか販売も行っているんですが、そういったものの

製造、また、家庭から持ち込まれた廃食用油を利用してＢＤＦ、バイオディーゼル燃料をつくり

まして、それを製造販売しているというような事業、材料費ですとか、またその販売、作成、製
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造の業務の委託料ですとか、あとは施設の維持管理の経費が主なものとなっております。 

 委員さんにも資料としてお渡しさせていただいたもので、令和４年度ＢＤＦの製造量につきま

しては、廃食用油の回収量が１３万７，７４４リットルのうち、ＢＤＦの製造量が４万５，７７

０リットルになりまして、市役所といいますか、自家消費分もあるんですが、工場内の産業用の

車両に利用していただいたりですとか、県内での音楽フェスなどのイベント等に利用していただ

いたりとか、ＢＤＦは今後いろいろな利用が見込まれているところでございます。木質ペレット

につきましては、製造量が令和４年度で１１２．４６トンになります。原材料の回収量が約１１

３トンでございます。こちら、先ほどもお伝えしたように空調機器やストーブなどに利用してい

るところでございます。 

 今後やはりこちらの事業につきましては、バイオマスタウン構想によりましてバイオマス産業

都市に牛久市が認定されておりますとともに、２０２０年には牛久市がゼロカーボンシティーを

表明しまして、２０５０年までに二酸化炭素の排出量と吸収量を実質ゼロにするという取組も行

っていることから、こちらの事業は今後も重要であると考えておりますので、継続していきたい

と思っております。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 もちろん民間の仕事ではないので、収支だけを問題にしているつもりはありません

が、ただ多くの市税がこれ投入されているわけですから、その観点から見ることも必要かなとい

うふうに思います。ゼロカーボンシティー、これがどれだけ寄与しているかという定量的な観測

というか、そういった面でも計算というのはできるんですかね。再質問です。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。少々お待ちください。 

 すみません、計算は出ているんですが、資料がちょっと探している状況でございまして。市全

体の温室効果ガスがどのぐらいになったかというものが、あと市の施設で全体でどのぐらい削減

したかというのが数値として出ているんですけれども、市全体でというのが、最新ですと環境省

から出てきているものが、令和元年度のものが最新でございまして、今年の１２月に令和２年度

の排出量が出てくる予定となっております。令和元年度につきましては、市全体の温室効果ガス

の合計値が４９万７，０００トン削減ということになっているところでございます。そのうち、

市の事業でこのバイオマス施設でのＢＤＦとペレットの製造に伴ってどのぐらい削減したかとい

う数値については、すみません、分かり次第また御連絡でもよろしいでしょうか。失礼いたしま

す。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 十分意義があるのかなというふうには今感じましたので、資料をまた頂ければあり

がたいです。これ、需要と供給のバランスで自家消費分も多いというふうに理解していますが、

今後その販売に向けて、販売するということは需要が喚起していかないとなかなか売っていけな

いと思うんですよね。その辺どう考えているのかだけ、もう１点だけ、すいません、最後お願い

します。 
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○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 ＢＤＦにつきましては、先ほど申し上げた産業用車両のほかに、Ｂ５軽油といって軽油の中に

ＢＤＦを５％混ぜて、それは普通のディーゼル車に利用できるというものになりまして、それを

製造する拠点が今、稲敷市のほうにある法人が拠点を建築中でございまして、そちらが稼働すれ

ば、そこに順次ＢＤＦを提供していくことになりますので、大分多くの、来年度の予算では多く

の収入を計上して見込んでいるところでございます。 

 ただ、ペレットにつきましては新しい販売の開拓がまだうまく進んでいない状況でありまして、

本当に自家消費分がほとんどになっている状況があります。これは本当に前からの課題になって

いるんですが、今後その販路を拡大していって、今現状赤字で製造量のほうがとても多くなって

いる現状で、今後それが黒字化に向けて果たして見込めるのかどうかというのが、本当に今考え

ているところでございまして、新しい市長になったということで相談していかなければいけない

という状況。ただ、バイオマス産業都市に認定を受けている時点で、ペレットの製造というもの

もその事業に取り入れているところがありまして、認定を受けている以上は続けなければならな

いのか、また、その製造施設を造るに当たっては国からの補助も受けて製造している関係で、や

めてしまうと補助金の返還等も考えられるということもありますので、その辺もちょっといろい

ろ調査して、今後については考えていきたいと思っている状況でございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。私、一般質問でも昨今の異常気象の面を取り上げさせてい

ただきましたが、そういった観点からもかなり重要なことだと思います。詳しく説明ありがとう

ございます。これからも何とか黒字に向けてお願いします。ありがとうございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。伊藤委員。 

○伊藤委員 よろしくお願いいたします。 

 ３３２ページ、０１５１「駅周辺環境を適正に管理する」というところで、事業内容を教えて

ください。 

 次に、３１２ページ、０１０３、同じ名目で３１４ページにも０１５３があります。「都市防災

推進事業で市道を整備する」、こちらも事業内容を教えてください。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 ０１５１「都市計画を適正に管理する」、こちらの事業の内容

でございますが、こちらの事業は令和３年度からの繰越しの事業でございまして、牛久駅西口の

駅とエスカード牛久を結ぶ歩道橋の耐震補強などによる長寿命化と、屋根ですね。屋根の設置の

する工事を行ったものとなっております。決算といたしましては、令和３年度に前払い金等を支

払い済みになっていますので、今回の決算の中にはその完了分の支払いということで計上されて

おります。 

 以上です。 
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○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 道路整備課です。 

 まず、３１２ページの０１０３「都市防災推進事業で市道を整備する」、こちらは現年度、令和

４年度事業の事業になります。事業内容としましては、団地内のＵ字溝整備、側溝整備ですね。

蓋かけ、蓋と一体型のＵ字溝に整備するということで、有効幅員を広げるということで事業をし

ております。事業箇所としましては２か所の工事になります。松ヶ丘団地内の延長１７０メータ

ーと、むつみ団地の団地内の側溝整備で延長８０メーターの工事費が、こちらの０１０３、現年

度のほうの事業の内容となります。 

 同じ事業名で３１４ページの０１５３「都市防災推進事業で市道を整備する」、こちらが令和３

年度からの繰越しの事業となります。こちらも事業箇所としては２か所になります。１か所目が

東猯穴地内の、こちらも側溝整備ですね。こちらのほうで延長が１６０メーターの工事費と、そ

れに伴う補償費の決算の内容となっております。もう１か所が新地町地内、三日月橋の先の新地

町地内の市道１３号線の同じく側溝の整備ですね。こちらと、その側溝整備に伴います土地購入

が一部ありましたので、工事費と土地購入費という形の事業になります。 

 以上です。 

○藤田委員長 伊藤委員。 

○伊藤委員 再質問で、側溝の先ほど蓋かけというのもちょっと言っていらっしゃったと思うん

ですけれども、そちらの蓋かけについてはどのように決められるものなんでしょうか。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 こちらの整備につきましては、都市防災推進事業というのが国庫補助金を

使っての事業になりまして、その補助の要件というか、市内の全部の地域が対象となる形ではな

いので、そちらの対象になる区域の中で、特に牛久市、古い団地等多く、蓋のかかっていない側

溝の団地がありますので、それらの団地の中で補助の対象となる地域につきましては、ほかの団

地も含めまして、整備の行政区等の要望等、優先箇所等も聞きながら、偏りないように一応団地

内の行政区等と協議しながら、優先順位をつけて整備をしていっているという状況でございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。甲斐委員。 

○甲斐委員 ３点お願いします。 

 まず歳入なんですが、６６ページです。雑収入の弁償金の右に行って東京電力賠償金とあるん

ですけれども、２５０万の和解金であると思われるんですが、２０１３年以降の経費について申

立てをするかどうかのお考えをお尋ねします。また、令和４年度までに除染に要した費用、国補

助金による補塡額、東電賠償金入金額、それぞれの金額もお尋ねいたします。それが１点目です。 

 ２点目が２７２ページ、０１０１「空き地の雑草除去を指導する」、９７０万８，６１０円で委

託料が発生しているんですけれども、こちらは基本その土地の所有者の責任で草刈り等を行われ

ると判断しておりますけれども、これが委託で行政が行われている。まずそれがなぜなのかとい

うことと、委託されることがあったと思うので、委託に持って行くまでの何か条件等があるのか、
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確認したいと思います。 

 それと２８２ページ、０１１２「生ごみ処理機の購入と修繕に補助する」ということで４６万

２，５６０円。こちら補助金の内容をちょっと確認取りたいと思います。これがどちらへ補助金

が出されているのか、個人であるのか、団体であるのか。あと件数ですね。あと補助対象のまた

条件もお尋ねしたいと思います。 

 以上３点でございます。よろしくお願いします。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 まず、歳入の東京電力の賠償金につきまして御説明させていただきます。 

 ４年度の歳入の２５０万円につきましては、昨年度の議会で御承認いただいたところなんです

けれども、平成２３年度、２４年度に係る除染に要した費用のうち２５０万円を東電から賠償金

として受けまして、それによって和解、近隣の６市町村、利根町を除いてなんですが、和解をし

たところでございます。こちら以外、その後、平成２５年、２６年以降もずっとこの除染の経費

ですとか放射能対策経費がかかってございまして、次には、まずは平成２５年度、２６年度の除

染に要する経費をどうしていくかということなんですけれども、現在、今年度なんですが、２５

年度、２６年度の除染に要する費用、また放射能対策の費用のうち、新たに時間外の除染に要し

た費用の時間外の人件費やホールボディーカウンターの検査の謝礼とか、そういったものが新た

に認められたところがございまして、令和５年度に追加で約１５０万円の入金が東電のほうから

あった状況でございます。こちら５年度の決算になりますけれども、そういった状況がございま

す。こちらにつきましては、この和解をした後にも随時、新たにこういう経費も認めたほうがい

いんじゃないかという東電のほうで方向が変わったというものがあって、新たに認められたとい

うものでございまして、随時これは認めましょうとか、ほかの判例とかも参考といいますか、そ

ういう状況状況で随時変わってまいりまして、新たにこれも認められることになりましたので、

対象になる経費があれば出してくださいみたいなことで、随時連絡を取り合いながら東電と進め

ておりまして、随時そういう入金もあるような状況で、今後も続いていくことにはなるかと思う

んですが、それにしましても、まだ２５年、２６年度につきましては１５０万円が入金になった

としましても、それ以外に未収額というものが、２５年度につきましては１５０万引いても２，

０３０万程度ですね。また２６年度につきましても１，４２３万というような、そういう未収額

がございますので、これにつきましては引き続き東電のほうに請求していくとともに、認められ

ない、今の傾向としてはやはり時間内の人件費等について、今未収となっている部分については

認められないという意向ではあるんですが、それではやっぱり納得できないということで、市独

自でＡＤＲのほうに申立てをしていこうと考えているところで、準備は進めている状況でござい

ます。また、２６年度以降も経費がかかっておりますので、それにつきましても２５、２６が終

わった後に、またＡＤＲへの申立ても含めて今後どうしていくかについても、市長も変わりまし

たので、相談しながら進めていきたいと考えております。 

 令和４年度までの除染に要した費用につきましては、こちら手元にある資料が令和２年度の分
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までになるんですが、除染に要した費用が全部で４億５，５８７万８，９２９円でございます。

それに、令和３年、４年と決算額でいうと約４００万の支出が令和３年、４年ともあった状況で

ございます。国補助金による補塡額につきましては、令和２年度末現在で、全部で２億７，０９

３万５２６円となっておりまして、そのほか、令和３年度、４年度につきましては、歳入のほう

にありますが、放射能低減対策緊急事業費補助金ということで約４８万の収入がある状況でござ

います。東電の賠償金の入金額につきましては、令和２年度末現在で１，９２７万５，９５１円

となっております。これ和解金額２５０万円含まない額ですね、令和２年度末なので。それプラ

ス２５０万と、先ほど申し上げた約１５０万円もプラスになってくるところでございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 生ごみ処理容器のお答えをさせていただきたいと思います。 

 こちらのほうは家庭から排出される生ごみの減量対策として補助金のほうを行っておりますの

で、対象としては個人になります。こちらの補助の内容ですけれども、機械式と容器式と言われ

るもの、２タイプ生ごみ処理容器のほうがございまして、容器式であれば購入金額の４分の３、

上限額が１万円で年間１世帯当たり２基まで。逆に機械式でありますと、購入金額の２分の１、

上限額が２万円で１世帯当たり１基までという形になります。購入だけではなくて、修繕におい

ても補助金の対象としてございます。こちらは修繕金額の４分の３で、それぞれ上限額が１万円

と決めさせていただいております。今年度、令和４年度の実績なんですけれども、購入のほうが

全部で４９基になりまして、修繕は４基、合計５３基分の補助という形で支出させていただきま

した。 

 以上になります。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 すみません、収入のほうで終わってしまいまして、申し訳ございませんで

した。もう一つ質問お受けしていまして、空き地の雑草除去を指導するという事業のほうになり

ます。 

 こちら、基本空き地の雑草の除去につきましては、土地の所有者の方が雑草を刈っていただく

ということになっているんですけれども、どうしても遠方であったり御高齢であったりというこ

とで、毎年毎年、草が伸びたら刈って草が伸びたら刈ってというのは大変だということで、市の

ほうで毎年単価を決めまして、年２回、除草委託請け負いまして、市内１１の事業所さんが除草

をしてくださっているという状況でございます。令和４年度につきましては３９０件受託をして

おりまして、面積が７万７，５９４平米、全部で請け負っているところでございます。受託の単

価が平米８２円で請け負っているところです。こちらにつきましては、市内に空き地をお持ちの

方でしたら、どなたでも委託制度を申し込んでいただくことが可能でございまして、ただ、条件

が市内に空き地を所有している方であればいいんですが、そのほか草の刈りづらいのり面であっ

たりですとか、そこの草以外に竹とか篠とか樹木があったり、また不法投棄物や石などが置いて

あったりすると、どうしても除草の機械が破損してしまったりするというおそれがありますので、
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そういったところはちょっと御相談させていただいて、場合によってはお引受けできない場合も

あるということで、一応請け負った場合、新たに御希望があった場合は、担当している除草業者

さんが現地を確認して、委託を受けられるかどうかという調査をしてから委託を受けているとい

う状況でございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 すみません、今の最後の件なんですけれども、その委託条件の中で支払いなんです

けれども、やってもらう人が払うと思うんですけれども、この支出金に対して満額なのか補助で

あるのか。補助だから補助だと思うんですけれども、割り費をちょっと聞いておいていいですか。

例えば１万円かかりますよに対して、うち５，０００円の何件でこれを計算したのか、それとも

請け負って１万円、そんなことはないと思うんですけれども、満額で請け負ってそのまま委託で

流しているのかとか、支払い費はどうされているのかというところですね。頼んだほうのです。 

○藤田委員長 環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 お答えいたします。 

 頼んだ方が納める委託の除草の費用ですが、平米当たり７８円掛ける消費税で、その面積に応

じてそれを掛けて納めていただいているという状況でございます。その中には、業者さんのほう

にお支払いする単価のほかに、事務費で２円上乗せをして請求をしているという状況でございま

す。支出が、少々お待ちください。平米当たりの単価が８２円ですので、支出のほうが若干多い

ですね。７２円掛け消費税で受けていますので、支出のほうは少し上乗せをして委託をしている

状況でございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 終わって、後で教えてください。 

 以上です。 

○藤田委員長 環境経済部長。 

○大徳環境経済部長 今の空き地の雑草除去、ちょっと単価で申し上げたんですけれども、これ

歳入歳出で見ていただければ、まず歳入、７４ページの９の雑入の７、雑草除去受託料というの

があります。６９５万４，０２８円。中段です、７４ページの中段。これが草刈りをしてくださ

いという依頼があった方からの入りですね。これに対して、先ほど甲斐委員から質問のあった２

７２ページの雑草除去の委託料というのが６７７万７，４９４円なので、これに先ほど説明あり

ましたけれども、平米当たり２円の事務費ということなので、事務費、郵送料とか何かそういっ

たものが必要になると思うんですけれども、ですから、それを含めて入りと出がほぼ一緒という

ような形で、今委託料のほうが高いというような説明したんですけれども、ここで数字を御覧い

ただくと一目瞭然だと思います。 

 以上です。 

○藤田委員長 ここで暫時休憩いたします。再開は１３時１５分といたします。 
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午後０時０９分休憩 

 

午後１時１５分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続いて会議を開きます。 

 ここで執行部説明員より発言が求められておりますので、これを許します。環境政策課長。 

○飯島環境政策課長 環境政策課飯島です。よろしくお願いいたします。 

 先ほど出澤委員のほうから、バイオマス施設の二酸化炭素削減量ということで御質問いただき

まして、御報告遅れまして大変申し訳ございませんでした。御報告させていただきます。 

 うしくグリーンファームでバイオマス製造業務を委託しておりまして、そちらのほうのペレッ

トとＢＤＦの生成に係る削減量が約９，０００キログラム、９トンでございます。こちら施設だ

けの削減量でございまして、そのほかＢＤＦを利用した市の公用車、トラック等であったりとか、

あと近隣、阿見町や土浦市、美浦村でも公用車にＢＤＦを利用していただいておりまして、あと

は福祉センターのほうで発電にもＢＤＦを利用していただいております。そういったものの全部

合わせました削減量が、一部福祉センターのほうで機械が故障しまして、ちょっと数値が５か月

分の数値しか出ていないのもあるんですが、合わせまして３万３，１６４キロの削減、福祉セン

ター５か月分ですので、倍ちょっと掛けると、福祉センターのほうが１万４，０００の倍で２万

８，０００としても、４万七、八千キロの削減になっているということで御報告させていただき

ます。遅れましてすみませんでした。 

 以上になります。 

○藤田委員長 審議を継続いたします。質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 引き続きよろしくお願いいたします。 

 ３０８ページの０１０３「道路照明灯を維持管理する」のところですけれども、ＬＥＤ化の問

題なんです。もう大分終わっているのかどうか、状況をお示しいただきたいのと、もし終わって

いないようでしたら今後の計画はどういうふうになっているのかということもお示しいただきた

いと思います。 

 次に３１８ページ、一番下の０１０６「空き家の適正管理」等々のところです。特定空家の戸

数というのが今何件になっているのかというところ、資料のほうでは特定空家という表現はなく

て、管理不全空家という表現になっているんですけれども、その区分けの仕方がちょっとよく分

かりませんので、何にしろ特定空家のほうはどうなっているのかということでお聞きしたいと思

います。それと、どうしても家主さんが見つからないですとか、家主さんがやらないというとき

には、代執行といいますか、代わってやるということがあるかと思いますけれども、この間何件

やってきたのかということと、これからどのような計画があるのかということをお聞きいたしま

す。 

 それから３３４ページ、０１０１「市営住宅の建物を維持管理する」のところですけれども、

修繕の戸数や何かが出ていましたけれども、これからの市営住宅の修繕とか、建て増しをすると

いうことは聞いていませんけれども、あるいは統合をするという計画があるのかどうかというこ
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とも含めて、市営住宅の在り方というのはどういうふうな計画が立てられているのかということ

についてもお聞きします。修繕の面については、当面まだ修繕しなければいけない状況かと思い

ますので、どういうふうな計画が立てられているのかということについてもお示しいただきたい、

そのように思います。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 道路整備課です。よろしくお願いします。 

 「道路照明灯を維持管理する」の道路照明灯のＬＥＤ化の状況ということで御説明いたします。 

 牛久市内の市道、管理している道路照明灯多数あるんですけれども、今ＬＥＤ化を行っている

ものについては、新設道路等で整備して新規で道路照明灯を設置するところにつきましては、も

ちろんＬＥＤの照明灯ということで設置のほうをしています。既存の道路照明灯多数残ってはい

るんですけれども、こちらのＬＥＤ化の状況としましては、実際球交換だけではちょっとＬＥＤ

化ができない。灯具、照明灯の器具というんですかね、そこも変えないとちょっとＬＥＤの照明

にできないということで、そちらの交換の費用が通常の球交換よりも費用的にかかるということ

がありまして、今現在、計画性を持って路線ごととか地区ごと等で今の既存の道路照明灯をＬＥ

Ｄ化していくというところまでは、正直計画としてもまだできていない状況ですので、今後そう

いう国の補助金関係ですとか、そういったＬＥＤ化に向けての、球だけではなくて灯具というん

ですかね、照明灯の機械そのものの交換についても国の補助等がないか等の調査等をいたしまし

て、今後やっていかなくてはいけない課題であるのかなとは認識はしているところでございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 空家対策課長。 

○柴田空家対策課長 空家対策課の柴田です。よろしくお願いいたします。 

 空き家の件数ですが、現在市で把握している市内の空き家、この中で管理不全空家７６件、管

理不全と認識しております。その中で特に著しく状況がひどい特定空家と認定している件数は６

件でございます。それで、今までこの特定空家、管理不全の空き家の中でも状態がひどい特定空

家というのは、平成２９年度から換算しまして計１５件認定してきております。その中で改善さ

れたものもあります。所有者が自発的に改善していただいて更地化にしたとか、除却したとかも

ございます。そういうものを含めまして９件が認定を取消ししております、改善されたというこ

とで。その９件の中に、市のほうで所有者不存在で略式代執行ということを行ったものが３件ご

ざいます。そのうち２件については全部除却、更地化して相続財産管理制度、民法の相続財産管

理制度を利用いたしまして、２物件一般に売買されて新しい方が住んでございます。もう１件の

ほうは建物と土地所有者が違うということで、建物所有者が所有者不存在、土地所有者は現存し

ていたので、建物の状況がひどくなっておりまして、市のほうで代執行しても土地の売買等はで

きませんので、こちらは国の補助を頂きながら、市のほうでも代執行費用を拠出して、あと土地

所有者にも、その建物というよりも周りの木々の除却、こちらも拠出していただいて、略式代執

行をしたものがございます。合わせて市のほうで行ったものは３件でございます。 

 今後については、やはり所有者不存在物件ある程度あるんですが、この中には抵当権、根抵当
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権と債権がついたものもございますので、そちらの取扱いをどのように行っていったらいいのか

等を、市のほうの顧問弁護士等もおりますので、そういうことをお伺いしながら、また、市のほ

うで設立しております外部の方が入っております空家等対策協議会、こちらにも諮りながら進め

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○藤田委員長 建築住宅課長。 

○中山建築住宅課長 建築住宅課中山です。よろしくお願いいたします。 

 今御質問いただきました０１０１「市営住宅の維持、建物を維持管理する」の修繕につきまし

て、これからの修繕計画ですとか、今後の市営住宅の在り方、あと今行っている事業について御

説明をしてまいりたいと思います。 

 現在、市営住宅のほうは、猪子住宅、落合住宅、新山住宅の木造の住宅群と、ＲＣ系の南裏住

宅、南裏第２住宅、神谷住宅、前山住宅、管理戸数といたしましては令和４年度時点で計２６６

戸ございまして、そのうち入居されているところが令和４年度末の時点で１８３戸というような

形になってございます。当課のほうでは平成３０年度、牛久市の市営住宅再構築基本構想と市営

住宅長寿命化計画のほうを策定いたしまして、そちらに沿いまして、維持管理と再構築の計画を

進めているところでございます。 

 まず維持管理につきましては、基本的にはＲＣ系の４住宅のほうを長寿命化の補助等をもらい

ながら、昨年度ですと、神谷住宅６号棟の屋根、外壁工事、あとは神谷住宅と南裏住宅の１号棟

から５号棟の給水ポンプの改修工事、あと空き室の工事等を主に行ってございます。こちらは社

会資本整備総合交付金のほうを得て４５％の補助を受けまして進めてございます。 

 また、あと住宅の再構築のほうでございますが、平成３０年度に計画いたしました木造の、そ

の当時は４つ、新町住宅ございまして４つの木造住宅分を猪子住宅のほうに再編するという計画

を取り組んでございます。基本的な内容といたしましては、落合、新山、新町につきましては、

今の御入居者様が退去されたり、あとは移転されたりするような形で、最終的にはそちらについ

ては売却するような方向で動いておりまして、あと猪子につきましては５４戸の住宅を計画をし

てございました。令和２年に、道路の事業と併せて先行する住宅のほうの実施設計を行いまして、

令和３年度に先行する２棟の住宅を、工事の予算のほうを計上したんですが、ちょうどコロナの

時代にウッドショック等の木材の価格高騰ですとか、あとは人件費の高騰等がございまして、当

初の予算ですとちょっと発注ができない状況にその当時なりました。その後、価格が落ち着くと

ころを見て再開する予定で検討しておったんですが、現在のところ、今年度の時点でちょっとそ

の傾向がまだないということと、今全体の事業費を再度、再算出していきますと、当初の事業費

の１．５倍ぐらいの、全体で１７億円ぐらいかかるような事業計画になっておりまして、補助金

とか、そのほかの不要な土地を売却して家賃収入等を鑑みても、ちょっと費用対効果の部分がな

かなか厳しい状況になっている状況です。また、当初計画したところよりも入居者の方も大分高

齢化が進んでおりまして、住宅全体でいきますと平均年齢が６６歳ぐらいなんですけれども、特

に猪子住宅や木造住宅のほうは高い年齢となっておりまして、なかなか退去をするといっても難
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しい状況があったりですとか、あとは実際施設に入られる方とか、お亡くなりになる方で、当初

計画戸数のほうも全体のところはちょっと見直しが必要なのかなというところで、来年度以降、

一度、今の事業につきまして、今凍結というか止まっている状況なんですけれども、再度方針も

含めて見直しを行っていきたいと思っております。 

 また、住宅のほうの募集をした際も、なかなか満室、空き室募集に対して全室が埋まるような

状況がないような形で、ファミリーの方が大分御要望としては少なくて、単身の高齢者の方が需

要が多いというところありますので、そちらの方が入居しやすいような既存の住宅の整備とか、

そういうところを補助を使いながら計画的にやっていきたいなと考えております。 

 ちょっと長くなりましたが、以上になります。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 すみません、ちょっと１つ漏れてしまったのでお願いします。 

 ６０ページの土地売払収入に関してです。２，４００万ほどの売却ということですが、これは

どこら辺の土地で、どういった経緯でこれを売却することになったのか。また、これ購入したと

きの金額も分かればちょっと教えていただきたいです。よろしくお願いします。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 こちらの土地売払収入２，４１５万７，６８０円となっているんですけれ

ども、こちら道路整備課所管の土地売払いで４件でございまして、そのうち３件が市道２３号線、

城中田宮線ですね。こちらの残地部分、または道路用地として買収したところの残地部分の払下

げ、売払いの土地が３件。これと、あとさくら台になるんですけれども、もともとの電柱用地、

ごくちっちゃい面積なんですけれども、そちらの用地を、隣接の方が払下げの申請があって売払

いしたという内容になっています。内訳としましては、２３号線の残地部分で売払いの入札をか

けまして２件、その宅地として入札がありまして売却契約に至ったという状況になっています。 

 １つ目が、面積で言いますと約１４５平米で約５８０万円の売却、それともう一つ、同じ２３

号線沿いの宅地で、３０３平米で約１，６５０万、こちらで売却となっています。３つ目が、こ

れはのり面部分の、第三者の方が利活用するにはちょっと難しい面積で残っているところを、隣

接の方が払下げの申請という形でありまして、約８６万２，０００円という形で売却をしており

ます。あと、先ほど言った元電柱用地が１万５，０００円という形で、金額としては２，３２６

万７，６８０円となっておりまして、残り１つが管財の所管になるんですけれども、小坂団地内

での売却ということで約１８９万円ですかね、こちらで元の区民会館用地の売却ということで話

はお伺いしているんですけれども、合わせて５件の未利用地の売却ということの決算の額となっ

ております。 

 以上です。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。これ土地を入手したときの記録なんていうのはないんです

よね。後ほどで構いませんので。 

 以上です。 
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○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。伊藤委員。 

○伊藤委員 お願いいたします。 

 ３１４ページ、下のほうの０１０２「道路の雨水排水施設を整備する」、ゼロということですが、

理由を教えてください。 

 続いて、その下の３１４ページの０１０３も同じく「既存団地の雨水排水施設を整備する」、こ

ちらもゼロということですが、理由を教えてください。 

○藤田委員長 道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 御質問にお答えいたします。 

 まず、１件目の３１４ページ０１０２「道路の雨水排水施設を整備する」の事業が決算として

ゼロということなんですけれども、こちらですが、もともと国庫補助事業で南４丁目地内の排水

工事を予定しておりましたが、その年の国からの交付金が予定していた額よりも少なかったため、

ここの事業を取りやめ、別の補助事業のほうを重点という形でやって、この年度といたしまして

は事業を取りやめて、３月の補正でゼロという形で補正しまして、実際ここの事業につきまして

はその翌年度、令和５年度のほうに引き続き補助事業を申請して、継続して今進めているところ

ではございます。 

 続きまして、同じページの０１０３「既存団地の雨水排水設備を整備する」の事業につきまし

ては、こちらも決算額としてはゼロとなっているんですけれども、こちらの事業につきましては

団地の側溝整備の事業でありまして、令和４年度も東岡見団地、小坂団地、ねむの木台団地、こ

の３団地の側溝整備事業を実施しており、工事発注契約は当年度でしたものの、埋設物等の調整

に時間がかかって繰越しの事業となりまして、この３工事につきましては前払い金等の発生もな

かったので、実際繰り越して翌年度で完成の支払いという形になりましたので、決算額としては

ゼロという形になっております。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 それでは、３点質問いたします。 

 ２８０ページの０１０４「焼却灰を処分する」、１億１，０８４万のあれなんですけれども、た

しかこの最終処分、牛久でもフロンティアのほうが、今そちらが大変な状況になっているという

ことで、４年度についてはどういうような状況だったのか。それと、たしかこれは８，０００ベ

クレル以下の分については、対応については分かっているんですけれども、その辺の対応、それ

を超えるような焼却灰のことがあったのかどうか、その辺を確認をしたいと思います。 

 それと３１８ページ、先ほども質問で出ていました０１０５の都市計画、ひたち野地区の内容

についてはあれなんですけれども、その下の委託料の都市計画変更ということで、この事業内容

をお聞きします。 

 それともう一つ、市営住宅、３３４の０１０１の「市営住宅の維持管理」、それと「運営する」

も含めましてなんですけれども、先ほど答弁の中にあった再構築ということ、そういうようなこ

とが今検討されているという、見直しということが言われているんですけれども、現在、市営住
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宅、この付属資料によりますと３年と４年と比べますと８３戸減っているわけですね。そういう

中で、木造のところについては今後そういうことで計画をしていくということ、残地については

売却という方針も出されていると思いますが、その方針自体がどうなのかということを伺いたい

と思います。 

 それで、あと市営住宅入居の際にたしか保証人が必要だということだったと思うんですね。令

和４年度ではその辺が変更あったのかどうか、その辺を伺います。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 焼却灰のほうですね。こちらはエコフロンティアかさまのほうになるか

と思うんですけれども、令和４年度といたしましては、まずエコフロンティアかさま自体が、主

灰と飛灰、両方処分していただいております。そのうち主灰なんですけれども１０９．６トン、

飛灰につきましては８１．４８トン、合計１９１．０８トン、こちらのほうをエコフロンティア

かさまで令和４年度中処分していただいたものになります。こちら放射能の関係で規定という形

はあるものの、牛久市から排出される焼却灰につきましては、最終処分場で拒否されるような高

濃度のベクレルという形は出てございません。こちらから出したものについては全て受けていた

だいております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 都市計画変更についての内容ということでお答えさせていた

だきます。 

 こちらにつきましては、今のひたち野うしく地区の用途、地区計画の一部なんですけれども、

変更のほうを予定しております。これは開発の当初ですけれども、学校の予定地であったところ

だとか、計画住宅地としてマンションなどを想定していた箇所につきまして、現状としては戸建

ての住宅がもう既に建ち並んでいるという状況になっております。今の用途のままだと中高層の

建物も建築が可能ということなんですけれども、現在の良好な住宅環境を守るために、現状に合

ったような用途への変更を考えているというところです。令和４年度から令和６年度にかけまし

て３か年で見直し、変更のほうを予定しております。 

 以上です。 

○藤田委員長 建築住宅課長。 

○中山建築住宅課長 建築住宅課中山です。御質問ありましたところにつきましてお答えしてい

きたいと思います。 

 まず、現在の募集状況も含めてなんですけれども、どうしても今、他施設のほうも大分老朽化

をしておりまして、その部分だけではないかもしれないんですが、応募したときの２０２０年度

からのところでいきますと、空き室を改修しまして７戸募集したところ、ファミリーの部分で２

件の応募がございました。２０２１年は全部で６件の募集戸数に対しまして、ファミリーが５件

のうちの２件、逆に単身者の方可能な住宅につきましては１件のところを３件の募集がございま

す。２０２２年につきましては、ファミリーの５件の募集に対して１件の応募と、あと逆に単身
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者可能な方のところは、やはり１件に対して３件の応募がございました。 

 今年度も募集をかけているんですけれども、やはりファミリーのところ５件のところを１件と、

あと単身者のところにつきましては３戸整備しまして、そこに対して３戸応募があったという状

況で、需要からいきますと、年々ファミリー層のところは今ちょっと減ってきていると。単身者

のところは需要があるという状況で、そのあたりも鑑みまして、施設の幾つかＲＣ系のところは

空いている部屋が多いんですけれども、そういうところを計画的に改修して新規募集につなげて

いきたいところはございます。 

 しかしながら、入居されている方もやはりちょっと高齢のところがありまして、全体のほうで

も令和４年度は１１件の退去あったんですけれども、お亡くなりになられた方が３名で、施設に

行かれた方が４名ということで、実際御入居されている戸数、新規入居に比べて退去のほうが今

ちょっと多い状況というところも、今状況としては社会状況も含めて、当初平成３０年に計画し

た長寿命化計画と再構築についての状況も少し変化がしてきているところがございますので、や

はり新築での戸数を今５４戸、猪子のほうで計画している戸数についても、やっぱり当初計画し

ていたのがファミリーの方とか単身の方とか含めて計画しているところも、やはり実際の戸数の

見直しも含めて単身の高齢者の方が入れるような住宅に変えていかなきゃいけないのかなという

ところと、今ＲＣ系のところで単身可のところが少ないので、そのあたりも単身可にできるよう

な、間取り変更も含めて改修を来年度以降やっていきたいというところであります。 

 先ほど、あと保証人のお話ございまして、令和４年度時点におきましては、御入居されるとき

に保証人の方１名選任していただくような形で募集をお願いしておりました。しかしながら、先

ほどお話ししたとおり高齢者の単身の方が増えてまいりまして、保証人の方が見つからないとい

う切実なお話もありましたので、ちょっと今年度当初、法人保証のところを２社協定いたしまし

て、保証人ない方でも、そちらの法人保証のほうに入っていただければ、緊急連絡先の方のみで

御入居できるような体制に、今変更して募集をかけていくような流れで実施しております。実際

６月の募集の中でも１件の方が保証人さんいらっしゃらないということで、そちらの方も法人保

証に入っていただくことで住宅に入居していただくことができましたので、ますます高齢化も進

んでいきますし、単身の方で保証人なかなか見つけられないという方がいらっしゃると思います

ので、そういった方々に対応してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 焼却灰の、この最終処分ではないんですかね。前に伺ったとき、たしか北茨城

とか山形のほうもあったんじゃないかと思うんですが、ちょっと勘違いしているかもしれないん

ですが、その辺ちょっと確認をさせてください。 

 それと都市計画のほう、今変更することによって戸建ての住宅を中心にやるということは、こ

こには例えば高層のマンション等が制限されるというか、その辺がどうなのかということをもう

１回ちょっと確認させてください。 

 それと市営住宅のほうなんですが、今答弁であったように、ファミリーのほうが募集かけても
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なかなか入らないというのは、今までのこの市営住宅の中の間取りが非常にやっぱり問題という

か、その当時はこれで皆さん入居されていたから今どうのということではないんですが、そうい

うような間取りの問題、それと入居するときに、たしかこれ風呂釜か何か用意するんじゃなかっ

たですかね。そういういろんな施設整備が入居のときにかかるというか、それは何らかの形で改

善をする方向というのは当然市のほうでも考えなきゃいけないと思うんですが、それとあと単身

の方の入居、それが今私聞いたところだと、前山住宅はそれに該当するということなんですが、

やっぱりその辺も、例えば今後整備をするときにはそのような問題も含めて当然考えていかなけ

れば、やっぱり市営住宅というのがほかのアパートとかと違ってある程度安心して入居できると

いう市の大事な役割もあると思うんですが、その辺もう少し今後検討というか、まだまだ今後、

資材の高騰もあって計画すること自体がどうなのかという、担当のほうではお考えかと思います

が、一応方向性だけは考えていただきたいと思うんですが、その辺で御意見あれば伺いたいと思

います。 

 それと保証人なんですが、これ保証会社のほうにある程度の費用を払えば、保証会社が保証を

してくれるということで、この辺の金額とかそういうのというのは分かるんでしょうかね。ちょ

っとその辺お願いいたします。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 今、牛久市の灰、最終処分なんですけれども、全部で５か所、処理をお

願いしてございます。そのうち３か所、先ほどのお話をさせていただきましたエコフロンティア

かさま、それを含めまして、茨城県内ですと北茨城市と鹿嶋市と笠間市ですね。そちらのほうで

３か所、それと県外になりますが、米沢市と秋田の小坂町ですね。そちらのほうで合計５か所に

なりまして、令和４年度の処理量といたしましては２，７９８．９６トンを処分していただいて

ございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 建設部次長兼都市計画課長。 

○藤木建設部次長兼都市計画課長 再度の御質問にお答えします。 

 マンション等の制限になるのかということなんですけれども、先ほど申し上げた地区につきま

しては、今現在、第１種中高層、第２種中高層などの用途になっておりまして、今、案をつくっ

ているところで、来月に説明会とかも予定しているんですけれども、そちらを第１種低層あるい

は第２種低層住宅というような用途に変えようとしております。説明会等で御意見等を伺いなが

ら案を固めていくわけなんですけれども、今の考えで行けばマンション等の高さに関する制限が

発生してくるということになります。 

 以上です。 

○藤田委員長 建築住宅課長。 

○中山建築住宅課長 ただいまいただきました追加の御質問に対してお答えしていきたいと思い

ます。 

 まず、ファミリーのほうの入居されるお部屋の間取りの問題ですとか風呂釜の問題についてお
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答えしていきたいと思います。 

 まず間取りにつきましては、やはり昭和後半、あと平成の前半で造られた、いわゆる３ＤＫと

いうようなタイプの間取りを中心に既存のほうがなっておりまして、大きくやっぱり間取りを変

えていくとなりますと、ちょっと構造的な制約とか、そのあたりなかなか難しいところございま

すので、床材とか壁紙とかの色ですとか、あとは設備なんかもあわせて昨年度は２部屋改修をし

て、なるべく今の時代に即したような内装設備に変えるような改修もしてございます。 

 また、お風呂の問題につきまして、やはり御指摘のとおり最初に御入居される場合に、住宅の

幾つかによってはまだユニットバス化されていないところございますので、浴槽と風呂釜を入居

当初に御用意いただくような形もお願いをしているところなんですけれども、そちらにつきまし

ても、現在、南裏住宅ですとかユニットバス化を進めておりまして、昨年度も５部屋の浴槽につ

きましてユニットバスというような形に変更してございます。 

 また、保証人の費用につきましては、最初に入居いただくときに、保証料としまして２社とも

１万５，０００円の保証料を納めていただくような形になります。毎年、更新のときに１万円の

保証料がかかってくるような形になりまして、その保証料を納めることによりまして、入居時の

保証人の代わりになるということはもちろん、半年分の家賃の債務、あと最後退去されるときの

明渡しで復元するような費用、あと仮にお亡くなりになった場合ですとか、そちらについての撤

去費用なんかもこの保証の制度の中で賄えるような形になりますので、単身者の方でも御安心し

ていただいて入っていただけるような費用と内容になっているかなと思っております。 

 以上です。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 ちょっと１件だけ確認をしたいんですが、焼却灰のところのエコフロンティア、

これがもう満杯になっているということで、非常に今後の計画等がどうなのかということで、今

あちらのほうでもいろんな運動が起きているんですが、今現在５か所というふうに先ほど御答弁

あったんですが、そういう場合の別な受入先ですね。そういうのはいろいろと考えていらっしゃ

るんじゃないかなと思うんですが、もし５か所以外に再度受入先というのは、どういう形で探し

ていくのか、その辺だけ確認をさせてください。 

○藤田委員長 廃棄物対策課長。 

○岩瀬廃棄物対策課長 今、５か所という形でやらせていただいているんですけれども、現時点

で新しいところを見つけているような行動は取ってございません。こちらなんですけれども、例

年処分を受け入れていただくに当たりまして、事前協議という形で何トンお願いしたいよという

ことでやり取りをさせていただいております。こちらの事前協議の数量と比べまして実績のトン

数なんですけれども、そちらは全然、事前協議量のほうが多い状態になりますので、仮に１か所

受入れができないという形があったとしても、ほかの４か所で受け入れていただけるような体制

は取ってございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 以上をもって、令和４年度牛久市一般会計歳入歳出決算に係る質疑を終結いたし
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ます。 

 ここで執行部説明員の入替えを行いますので、暫時休憩いたします。再開は１４時１５分とい

たします。 

午後１時５９分休憩 

 

午後２時１５分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き、決算特別委員会を開きます。 

 認定第１号、令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 これより、決算特別委員会審議日程に基づき、令和４年度牛久市特別会計及び企業会計の歳入

歳出決算を問題に供します。 

 まず、令和４年度牛久市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を問題に供します。執行部の

方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 保健福祉部渡辺です。よろしくお願いいたします。 

 国民健康保険特別会計の令和４年度の決算について御説明いたします。 

 令和４年度国民健康保険事業特別会計決算額は、歳入総額７４億９，７１７万７，１６５円、

歳出総額７４億９，６３８万９，４２７円、歳入歳出差引き額７８万７，７３８円となっており

ます。前年度と比較して、歳入は４億４１７万６７７円の減、歳出は２億２，２７０万３，６４

２円の減となっております。 

 国民健康保険被保険者及び世帯の状況ですが、令和４年度末の被保険者数は１万６，８１７人、

世帯数は１万１，０９２世帯となっており、令和３年度末と比較して、被保険者数で９５４人の

減、世帯数で４３１世帯の減となっております。こうした被保険者数の減少にもかかわらず、１

人当たり医療費は過去最高の約３６万９，０００円、前年度比約１万６，０００円の増となりま

したが、歳出の保険給付費は５２億７，３０９万５，５６７円、前年度より約４，１７６万円の

減にとどまっております。 

 また、国保の都道府県化に伴い、茨城県が県内総医療費の見込みを算出して各市町村に請求す

る国民健康保険事業費納付金ですが、納付総額は１７億３，６７０万７，９６０円、前年度に比

べ約１億１，８４２万円の増となっております。 

 続きまして、歳入の主な内容につきましては、令和４年度より課税方式の変更と同時に税率改

定を行った国民健康保険税は１３億７，３１５万１，３３５円となり、前年度比１億８，５３５

万６６７円の減となっております。４方式から２方式への課税方式の変更、この影響で増税にな

る世帯を最大限抑制するために予算ベースでは１億１，０００万円の公費投入でしたが、それ以

上の減収結果となっております。 

 また、県支出金は５５億４６４万４，２０９円で、前年度に比べ約３，１８３万円の減となっ

ております。 

 以上となります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。石原委員。 
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○石原委員 これ前にも聞いたことあるんですけれども、ジェネリック医薬品ですね。令和４年

度においては、ジェネリック医薬品を使ってもらったことによる削減効果、これはどのぐらいあ

ったというふうに捉えているのか、数字が分かっていればお示しをいただきたいのと、今即答で

きれば、令和３年度及び２年度との比較の数字、これもお示しをいただければというふうに思い

ます。 

 以上です。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 ジェネリック医薬品を使ったことによる削減の効果とい

いますのは、申し訳ありません、把握することができません。どれだけの人が切り替えたという

ものをデータとして取っていないもので、金額的なものは分からないんですけれども、ジェネリ

ック医薬品に切り替えたらこれだけ削減ができますよという通知は、対象者のほうに通知させて

いただいております。毎年２，５００件程度通知を出して、ジェネリックに切り替えた場合に１

００円以上の医療費、薬代が浮く方に対して出しております。国保に関して、その医療費という

のは先ほど部長が説明しましたとおり、被保険者数でいうと１，０００人ぐらい減っているにも

かかわらず、医療費全体でいうとそれほどの減額になっていない。薬以外の部分で、これまで令

和２年度、コロナで大分医療控えがありまして、それが３年度、４年度とＶ字回復するような形

で医療費が伸びている。その結果、１人当たりの医療費がすごく増えている。そちらとも混ぜこ

ぜになってしまっていて、実質この医療費の薬代だけのジェネリックの効果というところは、ち

ょっと見てとれないというところが実情でございます。すみません。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 いま一つ納得できない部分なんだけれども、例えば具体的に申し上げますと、広島

県の呉市なんかは６，１００万だか何かの効果があったというふうに具体的に示している自治体

もあるわけですよ。なぜそれを牛久市でできないのかな。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 レセプト、一人一人の診療データというのはＰＤＦファ

イルでデータが送られてきますので、例えばジェネリック医薬品に切り替えたことによって薬が

前から、以前はこの薬を使っていたけれどもその後この薬に切り替えたということを集計すれ

ば、金額というのは出るものではございますが、一つ一つのレセプト、電子データがエクセルと

かではなくてＰＤＦファイルのデータですので、それをお一人お一人検証というところまでちょ

っと至らなくて、数値は出ておりません。お一人お一人のＰＤＦファイルのデータを誰か特別に

集計すれば出ることは出るので、今後ちょっと大きな、医療費が特別大きな人だけとか、そうい

った形で切替えが効果があったかどうかというのは、ちょっと検証していきたいなというふうに

思います。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 今、次長がはっきりとやってやれないことはないということの答弁だったと思いま

すが、これどうなんだろう、部長、こういう制度を採用している以上は、やっぱりはっきりと、
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これだけの効果があるのできちんとお願いしますということも具体的に数値を示して周知をすれ

ば、もっともっとこれは経済効果というものが出てくるんじゃないですか。その辺どうなんです

か。 

○藤田委員長 保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 確かに一人一人の現状というところを出せば、より具体的かなとは思うん

ですが、お知らせの案内で示しましたように、１００円以上医療費が削減できるであろうという

見込みは、どのぐらいの見込みが出るという統計は出ているので、それをまずは示して、皆さん

ジェネリックに変えていただきたいというような周知を今はしているところです。今、次長のほ

うも言っていたように、大きく差が出そうなところは幾つかピックアップしてやっていきたいな

と思いますが、全員のところは、今のところはまだその結果等を見ながら検討していきたいと思

います。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 石原委員から具体的なものを示してというお話だったの

で、通知の中身についてもう少し説明させていただきますと、ピックアップした２，５００人、

毎年大体２，０００通以上出しているんですけれども、その方が何月にどこどこでどういう薬を

もらった、そしてその薬をこれに切り替えたら幾ら浮きます、幾ら幾らです、何百何十何円浮き

ますという通知をお一人お一人に出しております。なので、例えば本当にそれを切り替えたかど

うかは別にして、仮に全員が通知のとおり切り替えたと仮定したら効果額はこのぐらいというの

はお出しすることができますので、そういったものを用意しておきたいと思います。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 今の部長と次長の答弁に期待して、質問はこれでやめます。 

○藤田委員長 ほかにありませんか。遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 それでは、私のほうから２点ぐらい質問したいと思います。 

 まずは、４年度から賦課方式というのが変わって、それによって保険料なるべく上げないとい

うか、そういうようなことで今回の保険料率が決まったというふうな理解をしています。特に子

供の保険料ですね。国は就学前まで半額、市のほうでは１８歳以下半額という算出方法だと記憶

をしているんですね。例えばこの分を市が独自で一般会計から繰り入れるなんていうことをする

と、国の保険者努力支援分ですか、こういうものの該当に当たらないというか、これに触れてし

まうと、今４年度で３，３００万ぐらいの歳入があるんですが、こういうものに影響してくるの

かどうか、その辺を伺いたいのと、あと新型コロナで保険料を、罹患をした方々には保険料軽減

措置、それと今まで国保ではなかった傷病手当金、それの該当もあったようなのですが、その辺

の実情をちょっと伺いたいと思います。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 一般会計から、子供の減額、今２分の１やっていますけ

れども、それを例えば全額、市独自で減額したような場合に国からの補助金に影響があるかとい

うような御質問だと思うんですけれども、実質影響はございません。今もらっている国からの補
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助金は、国が設定した未就学児、小学校就学前の児童の半額に対して国が補助金を出しておりま

して、牛久市が独自にやっている小学生から１８歳までの減免に対しては、国、県からそれ自体

に対しての補助金はありません。ただ県が、各市町村４方式から２方式に統一したわけですけれ

ども、統一した自治体には、結局は県内市町村全て２方式に統一したんですけれども、自治体が

統一をしたら、県からその市町村の２０歳被保険者の人数に応じて案分した額を県は出すよとい

うふうにしておりますので、実質的に今、小学生から１８歳までの子供の半額減免に対しての補

助というのはないので、それを例えば全額補助にしたところで、増えることもなければ減ること

もないという状態になります。 

 それから傷病手当金、いわゆるコロナ減免なんですけれども、令和４年度の実績は、少々お待

ちください。令和４年度傷病手当金、コロナによって会社を休まざるを得なくて、その間お給料

が補塡されなかった方に対して、国保でお給料日額の７割程度を出すというのが傷病手当金の制

度だったんですが、令和４年度は３３件、１００万８，３６３円の支給実績がございました。な

お、令和３年は６件で１６万５，７４８円、令和２年度は２件で、１９万７，５６９円。令和４

年度はこの制度が周知されたということと、やっぱり第７波、６波とかでかかる方が多かったの

で、支給は大きく伸びております。 

 以上です。 

 申し訳ありません。コロナ減免、いわゆる保険料の減免実績なんですけれども、令和４年度は

８件の申請があって、そのうち５件が対象として承認されて、減免額は７３万２，０００円とな

っております。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 今、新型コロナの保険料の減免なんですけれども、この減免に当たらなかった

方の理由ですね。それを分かったら教えてください。 

 あと傷病手当金、本当に今まで国保では、私なんかもなぜないんだろうということを大変、ほ

かの健保であったのが国保ではなかったということも不思議なぐらいだったんです。だけれども、

これは事業主には当たらないんですよね。働いている方じゃないとこの該当にならないというと

ころでは、もう一つやっぱり、この新型コロナのことも含めて、自分の会社を起こしている事業

主の方はこれに当たらないというのが、今後いろいろと国との交渉なんかでも要求していきたい

と思いますが、現在これについては、今２年、３年と実績を述べていただいたんですが、５年度

についても継続しているのかどうか、その辺を確認いたします。 

 あともう１点、ごめんなさい。先ほどの子供の保険料ですね。例えば市独自でこういうのをや

った場合にはペナルティになるかということの質問だけれども、ならないというもし御判断がで

きれば、やはりこれについても市の政策として考えていくべきじゃないかなと思うんですが、担

当として意見がございましたらお願いいたします。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 まず、コロナ減免の申請が不承認になった方の内訳です

けれども、コロナ減免の条件としましては、今年度の収入が前年度の収入に比べて３割以上急に
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落ちたというものがございます。お調べしましたところ、そこまで落ちる見込みではないという

ものと、あとはそもそもコロナが原因ではない、落ちてはいるけれども、コロナによってではな

いということが理由で該当しないという、不承認というふうになりました。 

 それからコロナ減免、今年度、令和５年度につきましては引き続き継続しております。 

 それと子供の減免ですか。国保の保険のもっとさらに牛久市で独自に減免を進めることについ

て、担当としては、例えば子供政策自体は国保料の減免以外でも児童手当もありますし、コロナ

で収入がなくなった方には臨時給付金等々出ておりますので、子供だけを考えるのではなくて、

例えば高齢者福祉だとか障害者福祉だとか、そういった中で庁内で議論して優先すべきところ、

選択すべきところというところで考えたい、議論していきたいかなと思っております。 

 以上です。 

○藤田委員長 令和４年度牛久市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算に対する質疑は終結い

たします。 

 次に、令和４年……はい、答弁漏れですか。保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 すみません、申し訳ありません。令和５年度もコロナ減

免を継続していると答弁いたしましたが、令和４年度分の保険課税に対して、令和４年度中に終

わらなかった分は引き続き令和５年に入ってやったんですが、令和５年度分の課税に対しての減

免は終了しております。申し訳ありません。現在は行っておりません。令和４年度の課税が、令

和３年に牛久市に引っ越してきて、牛久市に引っ越した分の計算が令和５年度に入って課税され

るような場合によっては該当ですが、令和５年現年課税に対しての減免措置はもうないというこ

とです。 

○藤田委員長 次に、令和４年度牛久市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を問題に供します。

執行部の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 介護保険事業特別会計の令和４年度の決算について御説明させていただき

ます。 

 令和４年度介護保険事業特別会計決算額は、歳入総額５９億８，５８６万３，５６０円、歳出

総額５８億５，４９７万８，２３０円、歳入歳出差引き額１億３，０８８万５，３３０円となっ

ております。前年度と比較して、歳入は２億２，５５３万８，０９７円の減、歳出は１億８，５

５５万９，０４１円の減となっております。 

 歳出の主なところを申し上げますと、保険給付費が５１億９，４９４万８，２５４円と前年度

より約１億６，４６６万円の増となっており、居宅介護サービス給付費、施設介護サービス給付

費で給付費の７割を占めております。 

 次に地域支援事業費においては、３億１，９７５万３，７７４円と前年度より約１，０００万

円の増となっております。また、基金積立金につきましては、介護給付費準備基金として９，４

３７万３，４３１円の積立てをしております。 

 なお、令和４年度末の６５歳以上人口は２万５，３１８人、高齢化率は３０．１％で、令和３

年度末と比較して、人口で２１３人の増、高齢化率で０．３８％の増と引き続き高齢化が進んで
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おります。 

 また、令和４年度末の要介護認定者は３，４５８人、認定率は１３．６６％で、令和３年度末

と比較して１９５人、０．６６％の増と増加傾向となっております。 

 以上となります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 ７５ページの介護認定審査会の件です。これ今、部長のほうから３，４５８人の介

護者がいてということでしたが、これは何人ぐらいの審査会の方で、どれぐらいの頻度で審査を

されるのか教えてください。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 高齢福祉課宮本です。よろしくお願いいたします。 

 審査会のお尋ねですけれども、審査会の委員さんは全部で２０名いらっしゃいます。医師、歯

科医師、介護福祉士など、そういった方々で構成されておりまして、２０名の委員さんを５名ず

つ、４つの分会といいますか、第１から第４までに分けて認定の審査をしていただいております。

開催頻度としてはおおむね週２回の開催の中で、最大で１審査会当たり３５名の方の審査を行い

まして、今年の４月から８月までの平均ですと、およそ３０件ぐらいの方の審査を１回当たり行

っております。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。ちょっといろいろ聞きたいことありますが、この場で聞い

ていいかどうか分からないので、また個別に聞かせてください。 

○藤田委員長 ほかにありませんか。石原委員。 

○石原委員 要介護者と要支援者の数が、聞き間違っていたらごめんなさい、約３，４６０名。

これは要支援者も含めてだったのかどうかということがまず１つと、それからその３，４６０名

の方なんですが、そのうち独居老人の世帯の方というのはどのぐらいの割合を占めているのか、

分かれば教えていただきたいと思います。私の認識の中では、独居老人世帯がたしか３，０００

ちょっとあったというふうに記憶しているんですが、どうなのか。分かっていれば教えていただ

きたいと思います。 

 以上です。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 まず１点目の、先ほど申し上げた人数の中に要支援が入

っているかということですが、これは入っております。含まれております。また、その中で高齢

者だけの世帯はどのくらいかというお尋ねだと思うんですけれども、まず高齢者だけの世帯数、

あくまで世帯数ですけれども、こちらは令和２年の１０月１日国勢調査ですと高齢者だけの世帯

数が８，５３３世帯あるということで、さきの一般質問でもお答え申し上げたところなんですが、

高齢者だけの世帯数と認定者数とのいわゆるクロス集計というのは、申し訳ありません、行って

おりませんので、お尋ねの数字はちょっと把握する仕組みがなく、手元にはないというところで
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ございます。申し訳ありません。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 そうすると、その要介護、要支援者については、今後独居老人世帯であるとか云々

かんぬんというのは調査するお考えはないというふうに理解してよろしいですか。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 そうですね、お尋ねが先ほど申し上げたクロス集計を行

う考えが今後あるかということでございますれば、現時点ではその考え、検討はございません。

ただ一方で、それぞれの人数というのは引き続き当然今後も出ていくものだと思いますので、そ

ういった押さえ方はできるかなと思っております。 

 以上です。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 そうすると、現時点ではないということは将来的にはどうなんですか。おやりにな

るんですか。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 例えばでございますけれども、極端な話、法律等、法令

等でそういった調査が義務づけられれば、当然行わなければならないと思いますし、もしくは市

の施策の必要性が発生したようなことがもしもありますれば、そういった状況の変化があれば、

行うことはあるのかもしれないということでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 ほかにありませんか。遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 私、この１７４ページにあります基金のところを伺いたいなと思うんですね。

介護保険の給付費準備金、３年度末は１９億２，４００、それで決算で９，４００増加をして、

４年度末では２０億１，８００というところで、かなりこの基金が増えているわけですね。確か

に今８期が行われているところだと思うので、そこでは６億３，９００万、これを取り崩すとい

う、それはもう最初から分かっていること、そうしますと約１４億の基金があるということでは、

かなり牛久、今度介護保険料の改定等もあるので、この辺についてはやはりこの基金を有効活用

していただいて、できるだけやっぱり介護保険料を低く抑えるとか、県内でも低いんですとよく

言われるんですが、そうでなくても、やっぱり介護保険料だけじゃなくて国保なり後期高齢等い

ろいろと保険料が皆さんあるので、ぜひこの辺についてはそういうような検討をしていただきた

いと思うんですが、４年度についての質問ということになってしまうと、なぜこうなったのかと

いうことになるんですが、その辺もし分かれば教えてください。 

 それと介護認定の調査、今、委員さんが２０人いてやっているんだということなんですが、緊

急の場合等については、要介護認定を受けるいとまもないときには、ある程度施設のほうでまず

は受け入れていただいて、その後にやるということも伺ったことあるんですが、そういう事例等

が４年度で起きたのかどうか、伺いたいと思います。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 
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○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 まず基金の関係でございますが、今むしろ副委員長さん

のほうからるる数字をいただきましたけれども、決算から少し離れますが、今１０月補正を議案

として上程させていただいているところですが、その１０月補正予算概要という資料の中にもそ

のあたりの記載ございますので、おっしゃっていただいているとおりです。４年度末残高がおよ

そ２０億、１０月補正で５，３００万積みまして、ただ当初で６億３，９００万取り崩す予定が

ありまして、５年度末の残高見込みではおよそ１４億ということで、まさにおっしゃっていただ

いたとおりでございます。 

 それで、この基金を活用して９期以降、来年度以降の保険料はできるだけという御趣旨の御質

問かと思いますけれども、保険料につきましては、以前一般質問でのお答えでも申し述べたとこ

ろでございますが、まさに運協の中で今順次審議されていく過程の途中でございます。また、介

護報酬の改定等、国のほうでまだ一切そのあたり示されておりませんで、一説には年末頃にその

あたりの結論が出るやには聞いておりますけれども、そういったものが示されて初めて適切な保

険料、試算も含めて、まず普通に試しに計算したら幾らぐらいになるんだろう等々含めて、試算

もそのあたりからやっと始められるのかなというふうにまず思ってございます。 

 基金、もちろん残高ございますし、私ども市といいますか、保険者といたしましても、いたず

らに多く保険料を頂戴しようというところはもちろんございませんので、そういった国から示さ

れたもの、今後３年間見込まれるサービスの総量とか、あるいは高齢者数の推移、そういったい

ろんなものをデータとして集めて皆様に御提供して、あるべき保険料の額といったらいいですか

ね、というところに落ち着いていただきたいなというふうに思ってございます。 

 それから認定審査の関係ですかね。２０名で審査会のほうで、調査ではないので審査会なんで

すけれども、支給のときには、まず給付が先行するようなことがあるかということだと思うんで

すけれども、一般論といたしまして、まず認定の申請をいただいた後、認定調査を行って主治医

の意見書をいただいて、一次判定やって審査会で決定ということで、大体早くても１か月ぐらい

かかるというところなんですけれども、認定が要支援幾つ、要介護幾つであれ、認定が出た場合

には申請時に遡って適用といいますか、保険給付がやれるようになりますので、そういう意味で

は恐らく何がしかの認定が出るだろうという見込みの下、あらかじめ選考してということはある

だろうとは思います。ただ、申し訳ありません、詳細にこの件がこうであったとかいうようなこ

とは、ちょっといろんなケース、いっぱいケースありますので、具体にこういう方がこうだった

というのはちょっと申し上げられませんが、一般論としてはそういったことはあるかなと思いま

す。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 今詳細に御答弁いただいて、認定、申請を出してから主治医のいろいろな調査

等もあって、何日以内にこの認定結果というか、そういうのを出すのか。この辺、今お答えの中

でありましたか。すみません、分かりました。 

 それと、もう一つちょっと聞き忘れてしまったんですが、９１ページの在宅介護のおむつ給付
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金。これがちょっと何か危ういようなことも聞いたものなので、その辺について、令和４年度ま

ではこの事業がそのままなっているんですが、その後これが変わる可能性があるのか、そういう

ような情報があるのか、その辺ちょっと確認をしたいと思います。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 おむつ給付金の御質問につきまして、今副委員長のほう

から令和４年度までという、決算なのでそこで合わせていただいたんだと思うんですが、実際に

は今、令和５年度も行っております。第８期の計画が３年度から５年度まででございますので、

現在、今年度も、当然これ対象になるか審査というのはもちろんございますけれども、事業その

ものは今年度も継続して実施しております。 

 ただ御質問にもありましたように、第８期、今年度と私もあえて今申し上げたのには当然理由

がありまして、一応国のほうの原則、大前提といたしましては、本来であれば第８期においても

あくまでも経過措置なんだと。概略ですけれども、第７期において実施していた市町村にあって

は、第８期も激変緩和措置という名目で例外的に実施してよいんだという下で、今年度まで今来

ております。第９期以降については、続けてよいというような内容にはなってございません。現

時点においてもそれが変更になったと、例えばですけれども、第９期も激変緩和措置を講じてよ

いというような通知は来ておりませんので、裏返せば以前からの通知のとおりというふうなもの

と、現時点では私どもは理解しております。 

 もっとも、これ分かりません。週明けにはもしかしたらそういった通知が来るかもしれません

けれども、あくまで現時点、今日現在においてはそういう通知に接しておりませんので、これは

第９期以降は、いわゆる広い意味での介護保険としては見られないということになろうかと思い

ます。介護保険で見られる、見られないというのはどういうことかといいますと、介護保険で見

られるということは１００％市の一財ではなくて、国だったり県だったり保険料だったりを充て

て今行っているわけですけれども、これが介護保険でなくなるということは、もし来年度以降も

続けようと思えば、全てこれ市の一般財源になるということを意味します。その点において今後

どうなるのかというのは、まさにこれから当課含めた各課において当初予算の要求を行い、もろ

もろこれからそのあたりの庁内の議論がなされるわけでございますので、そのあたりを見守って

いくといいますか、それがどういうふうな成り行きになるかということかなと思います。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 そうしますとちょっと基本的なところ、令和４年度は該当者が何人いたのか、

たしか本人以下でということでありましたので、その辺の確認をしたいと思います。 

 そうしますと通知が、現在のところまだ激変緩和の問題については通知がないというところな

んですが、この辺が分かるというのはいつ頃が分かるのか、想定されているのか、もしそれがな

い場合には今次長のおっしゃったように一般財源でということなんですが、その辺は市の政策と

兼ね合いがありますので、その辺をどういうふうに今後見ていくのか。今４年度の人数をお聞き

しながら、今後の方向性をどういうふうに考えていくのか、お願いします。 
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○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 まず令和４年度の実績人数というお尋ねでございますが、

申請のあった方が３９２名、そのうち、いわゆる要件を満たすということで給付金対象になった

方が３５１名でございます。したがいまして差分の４１名の方につきましては、例えば御本人が

課税であったとか、常時おむつを必要とする状態とは認められないとか、何らかの要件を満たさ

ずに対象とならなかったというふうに考えられます。その対象者ですけれども、おっしゃってい

ただきましたとおり御本人様の市民税が非課税であればよく、世帯の中に課税の方がいらっしゃ

ってもそこは見ておりません。 

 それから次に、通知がもし出るとすればいつ頃かというお尋ねかと思うんですけれども、繰り

返しになりますが、原則どおり、さきに示された原則のとおり９期以降は認められないよという

ことが変わらない限りは、新たな通知というのは恐らく来ないんだと思います。なぜならば変更

がないからですね。裏返せば変更があるとき、９期以降も続けて差し支えないよということがも

し方針として出ますれば、そのときには変更なので通知が来るのかなというふうに思ってござい

ます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、令和４年度牛久市介護保険事業特別会計歳入歳出決算に対する質疑は終結いたしま

す。 

 次に、令和４年度牛久市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を問題に供します。執行部

の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 後期高齢者医療事業特別会計の令和４年度の決算について御説明させてい

ただきます。 

 令和４年度後期高齢者医療事業特別会計決算額は、歳入歳出とも２１億９，２８３万３，３９

９円となっており、前年度と比較して１億８，５３９万９９６円、約９．２％の増となっており

ます。 

 歳出の主なところを申し上げますと、保険給付費が８億３，２１０万２３８円と前年度より約

９，３１３万円の増となっております。また、広域連合への納付金は１３億４５３万４，４７１

円と前年度より約９，０３３万円の増となっております。なお、令和４年度末の被保険者数は１

万３，６１９人で、令和３年度末と比較して９１１人増加しております。 

 今後も団塊の世代が全て７５歳となる２０２５年にかけまして、引き続き被保険者数は増加す

る見込みとなっております。 

 以上となります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。 

 なければ、令和４年度牛久市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算に対する質疑は終結い

たします。 

 ここで、執行部説明員の入替えを行いますので、暫時休憩いたします。再開は１５時５分とい
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たします。お疲れさまでした。 

午後２時５７分休憩 

 

午後３時０５分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 建設部より、令和４年度決算位置図（下水道事業計画）について配付の依頼がありましたので、

これを許可し、Ｓｉｄｅ Ｂｏｏｋｓに登載いたしました。 

 認定第１号令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 まず、令和４年度牛久市青果市場事業特別会計歳入歳出決算を問題に供します。執行部の方に

申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。環境経済部長。 

○大徳環境経済部長 環境経済部大徳です。よろしくお願いいたします。 

 青果市場事業特別会計の令和４年度の決算概要について御説明をいたします。 

 歳入は販売手数料、繰入金、繰越金などで１，５６３万４，１１３円、歳出は市場の運営費、

公用車の管理費などで１，５５９万３，９０７円となりました。 

 当青果市場での取扱い量は、前年度に比べ１トン増加しまして５１．５トン、販売金額は４０

０万円減少して８，３００円となりました。当青果市場を出荷先としている農業者の高齢化が進

み、昨年度は前年度に比べ生産量、出荷量については微増が見られましたが、年々品目、販売金

額ともに減少が続いており、販売手数料は前年度に比べて約４．５％の減となっております。 

 以上が青果市場事業特別会計の概要でございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。 

 なければ、令和４年度牛久市青果市場事業特別会計歳入歳出決算に対する質疑は終結いたしま

す。 

 次に、令和４年度牛久市下水道事業会計歳入歳出決算を問題に供します。執行部の方に申し上

げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。建設部長。 

○長谷川建設部長 建設部長谷川です。よろしくお願いします。 

 下水道課所管の令和４年度牛久市下水道事業会計につきまして、決算の概要を御説明させてい

ただきます。 

 下水道事業会計の収入支出予算額につきましては、収入額２５億５，３３１万８，０００円、

支出額３０億１，４５３万２，０００円を計上しております。 

 それでは、決算について説明します。 

 初めに収入でございますが、収益的収入といたしまして１６億５，８３１万５円、資本的収入

としまして７億３，７０６万２，４４０円、収入総額は２３億９，５３７万２，４４５円、前年

度比２億１３９万円の減額となっております。 

 主な収入を申し上げます。下水道使用料９億７，１４４万２，０００円、国庫補助金２億３，

０２０万円、他会計からの繰入金２億３，１３８万円、企業債３億３，０６０万円などでござい

ます。 
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 次に支出でございますが、執行済額は２７億４，６１２万６，１４３円で、前年度比２億４９

８万円の減で、執行率は９１．１０％でございます。なお、年度内に事業完了ができない２億２

１１万２，０００円につきましては翌年度に繰越しをさせていただいております。 

 主な支出について御説明します。下水道事業費、収益的支出におきましては、汚水管渠費とし

て１，０６４万円、汚水ポンプ場費として７，３９１万円、流域下水道維持管理負担金として３

億８，３３４万円を支出し、汚水管ポンプ場施設、流域下水道の維持管理に努めました。資本的

支出におきましては、汚水管渠費として牛久地区、城中地区、神谷地区等の汚水管渠敷設費に２，

１８７万円を支出し、企業債償還金として６億１，７３０万円を支出いたしました。 

 以上が下水道事業会計の決算の概要となります。 

 また、冒頭委員長より御案内がありましたが、事業箇所を示す令和４年度決算位置図をＳｉｄ

ｅ Ｂｏｏｋｓに掲載いたしましたので、御参考にしていただければと思います。 

 説明は以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。甲斐委員。 

○甲斐委員 ２点、御質問させていただきます。 

 まず、歳入のときに今御説明を受けました他会計繰入金の、他会計を細かく教えていただきた

いと思います。高い、安いじゃないですよね、ほか会計。中身を教えてください。 

 あと、過年になっちゃうと思うんですけれども、整備していく調整池はもう大体現時点で完成

しているのかということと、今後その想定を超えていく大雨等があったときに対応するためにも、

そのような必要な整備を取り組むお考えであるかどうかという、お考えの質問を１点補足で入れ

させてください。２点です。 

○藤田委員長 建設部次長兼下水道課長。 

○野島建設部次長兼下水道課長 下水道課野島です。よろしくお願いをいたします。甲斐委員の

質問にお答えしていきたいと思います。 

 まず収入のほうですけれども、他会計繰入金につきましては、他会計という部分については全

て一般会計です。一般会計からの繰入れ以外には、ほかの会計から繰入れはありませんので、他

会計繰入金ということで、収益的収入にも資本的収入にもそれぞれ負担金、出資金、補助金とい

う形で名目は分かれていますけれども、全て一般会計からの繰入れでございます。 

 調整池のほうなんですけれども、調整池、実は牛久市内、下水道事業で整備を進めている調整

池と一般会計で道路整備課のほうで整備を進めているもの、あと河川の補助がつくということで

河川事業に位置づけをして道路整備課で整備をしているものという形で、調整池会計ごとにちょ

っとこっちの会計、あっちの会計というのはあるんですけれども、全体的なお話をさせていただ

きたいと思います。 

 まず、下水道事業会計で整備をしている調整池、皆さん一番耳にしているのが刈谷とつつじが

丘団地の間にあります、よく上町調整池４という形で事業名で言わせてもらっていますけれども、

調整池こちらを含めて５か所、下水道事業として整備を進めています。これは下水道施設という

形で位置づけができて、下水道事業の補助金を頂いて整備をしているものになります。そのほか、
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一般会計としては下町緑地や根古屋川緑地、この辺が一般会計の河川自体を保管するためのもの

ではあるんですけれども、旧まちづくり交付金を活用して着手をしたものになります。それと河

川補助を受けて今整備をしているものが、神谷小の東側といいますか南側といいますか、そこに

位置しています結束川を保管するための結束川の稼働調節池、こちらについては河川補助の事業

という形でやっているものになります。 

 それぞれ進捗については、いろいろ場所によって違いますけれども、全体ならしてみますと大

体整備率としては約６０％前後。もちろん丸々掘り終わったところと、ほぼ手がついていないと

ころとかありますけれども、全てならすと約６０％の進捗率となっています。 

 この調整池につきましては、この先どうしていくのかというところですけれども、下水道の中

でも汚水と違って雨水のほうについては、極端な言い方をすれば冠水被害を防げれば効果として

はしっかり出ているのかなと考えています。そうしたところを考えますと、調整池、今設計上は

全て整備をしたときに、全体的に必要となる最大貯水量をためられる形での設計をしていますけ

れども、今言ったように６０％の整備率で、じゃあ今足りないのかというと、上流側の雨水管で

あったり道路のＵ字溝であったり、そういう雨水を集めて調整池まで運んでくる部分の整備が全

て終わっているわけではありませんので、受皿としての調整池も１００％今必要ではないという

のが現状です。じゃあ何％なの、どのぐらいの容量に余裕があるのというのは、昨今のゲリラ豪

雨であるとか線状降水帯であるとか、こういう雨の異常な、異常と言っていいのか分かりません

けれども、降り方が変わってきているので、ちょっと今現時点でこれだけのパーセンテージの余

裕がありますよとは申し上げられないところではあります。ただ、上流側の整備が１００％終わ

っていないというのも事実で、その進捗に合わせて調整池側、受皿の大きさも広げていく必要が

あるというふうに考えていますので、先に受皿を１００％整えてしまうのではなくて、上流側の

整備の進捗に合わせて状況を見ながら、調整池のほうももちろん必要になれば広げていくという

形で進めていきたいと思っています。そのために上流側の冠水状況も含めて、調整池の容量足り

ている、足りていないという実情も含めて、豪雨時には道路整備課と下水道課で協力しながら職

員で必ず現地のほうを確認して、冠水の状況であるとか調整池の容量、どのぐらい水位が上がっ

ているのかというものは、常に確認をしながら整備を進めているという実情でございますので、

今後も上流側の整備と進捗を合わせて調整池のほうも進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 様子を見ながらという御答弁だと思うんですけれども、実際ここ最近、答弁にもあ

った線状降水帯とかそういうとんでもない大雨の状況というのは、当然確認されていると思うん

ですけれども、そのときの現場の状況というのはこれまではどうだったんですかね。そこだけち

ょっとお聞きしたいと思います。 

○藤田委員長 建設部次長兼下水道課長。 

○野島建設部次長兼下水道課長 お答えをいたします。 

 まず調整池という部分でお話をさせていただくと、実際に一時的に強い雨の強度ではなくて、
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１時間に実際に降った量で、昨年度も今年度も６０ミリを超えた雨というのが牛久でも降ってい

ます。そのときに調整池としてはあふれたということもありませんし、あふれそうで危険だとい

う状況もございませんでした。ただ、道路のほうについては、まだＵ字溝の整備であるとか雨水

管の整備ができていない部分については多少冠水と言っていいのか、防災課のほうで議会の冒頭

説明等もあったと思いますけれども、６月の豪雨とか、あのあたりでは道路冠水というようなこ

とも起きています。ただ、その中の要因で雨水を飲み込むグレーチングというますであったり、

Ｕ字溝でもグレーチングの蓋のもの、雨水を飲み込む部分ですね。こちらに、コンビニの袋であ

るとか落ち葉であるとかそういうものが引っかかってしまって、水を飲み込めない状況になって

冠水したという場所もありますので、その辺は道路清掃とかそういうものも含めてしっかり状況

を確認しながら、整備が足らないのかごみが詰まっていたのか、そういうものもその都度その都

度、これは実際に見てケース・バイ・ケースです。ですから、その辺も見ながら整備をしていき

たいと考えています。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 それでは、私のほうから２点伺いたいと思います。 

 令和４年度、こういう報告書になってからちょっと理解するのが大変になってきたというのが

実際のところなんですが、４年度について業務改善ですね。そういうことを４年度はどういう改

善をされてきたのか。 

 それと老朽化対策ですね。いろいろと管渠、汚水管渠、それから雨水管渠の整備もされている

というのは１２６ページの中でも理解はできるんですが、４年度については老朽化対策について

どういうふうに改善をされたのか、その辺を伺います。 

○藤田委員長 建設部次長兼下水道課長。 

○野島建設部次長兼下水道課長 お答えをいたします。 

 まず業務改善という部分ですけれども、令和４年度何か新たな業務改善をしたかというとそう

いうわけではなくて、令和２年度の公営企業法適用スタートしましたけれども、その時点よりも

前、平成２１年だったと思いますけれども、そのときから下水道使用料の徴収事務というものを、

県南水道企業団が上水道の水道料金の徴収をしていますけれども、そこと一元化をするというこ

とで事務経費の削減というものについては既に取り組んでいたところでございます。そのほか公

営企業会計を導入するに当たりまして、可能な限り何が必要で、何が無駄とは言いませんけれど

も足らないのかというのを洗い出すと、下水道事業としてやらなければいけないことを逆にあま

りできていなかったというほうが多かったというのが実情ですので、ですからストックマネジメ

ント、この後話もしますけれども、いろいろな手当てもできていない状況というのもしっかり分

かっていて、これを手当てしないことにはこの先非常に先細りになってしまうというのが、逆に

公会計を導入したことによって、削減すべきものというよりはやらなければいけないものが浮き

彫りになったというふうに捉えております。 

 続きまして、その中の１つになりますけれども、今お話のあった老朽化対策についても、こち
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らは今までは各区域ごと、例えば東みどり野地区であるとか、ポンプ場であれば各ポンプ場ごと

に老朽化対策の計画を立てて、それが補助金の対象だったという形で進めていましたが、それに

ついてもこれは国全体としての方向性ですけれども、ストックマネジメント計画という形で、ポ

ンプ場もどこどこ地区ということではなくて、市内全域の下水道管路であったりポンプ場であっ

たり、そういうもの全てを１つの牛久市の公共下水道という施設、１つの施設として捉えて、予

防保全的に修繕をしていく計画を立てなさいということで、こちらはもう牛久市に限らず下水道

事業については、国のほうから補助金を受けてやっている公共下水道については今そういう方向

で進んでおりますので、それも一つ予防保全的に修繕をしていくことで年間費用というものを平

準化していく。さらには経過年数、許容の５０年なら５０年たったから手当てではなくて、実際

に管路の点検などをして必要のあるところを手当てをしていくという形で、健全であれば５０年

耐用年数を超えてもそこはまだ使えるでしょうという形の考え方、そういうものをストックマネ

ジメントで導入をしているところです。 

 決算位置図のほうをＳｉｄｅ Ｂｏｏｋｓに掲載させていただいていますが、そちらにも今回載

せてありますように、令和４年度につきましては、汚水管渠費としてストックマネジメント計画

のための管路の点検調査というものを４年度に限らず進めていますけれども、令和４年度につい

ては第二つつじが丘のほうで、実際に汚水管の中にテレビカメラを入れて、カメラを通して実際

管の中がどれだけ傷んでいるのか、割れているのか、健全なのか、勾配が取れている、いないと

か、そういうものも含めてそういうことをさせていただいています。そのほか、下水道公営企業

会計が完了しないと予算執行にならない部分がありまして、前払い金も払っていて発注もしてい

るんだけれども繰り越した事業については、令和４年度に発注して令和５年度に繰り越したもの

については、この決算書に載ってきていません。令和４年度だけではなくて、公営企業法を適用

して以来ずっとなんですけれども、ですから、ポンプ場での点検等も行っていますけれども、そ

れは繰り越して継続して今もやっていますので、決算上は出ていませんけれども、それもストッ

クマネジメント計画の一部でございます。 

 ですから、老朽化対策についてはポンプ場、管渠問わず必要な部分、これもどこから優先して

いくかという計画を立てていますので、それに基づいて令和４年度も粛々と計画に基づいた修繕

の点検であったり、計画の修正であったり、そういうことをしたというところでございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 今の御答弁の中でありました、実際にやられたつつじが丘のそういう整備状況

というんですけれども、これ別に今に始まったことじゃなくて、たしかみどり野ですかね。その

ときの工事内容でどこに何がどうなっているのか、たしか中にカメラ、カメラではなかったのか

な。煙か何かを入れてその辺の勾配を把握をしたという記憶があるので、やっぱり計画を持って、

今、市内全域を計画の中に入れたという御答弁もありましたが、それがストックマネジメント計

画だというふうに理解をするんですね。この１２６ページの管渠の建設改良事業、それからポン

プ場の建設改良事業、それについては理解をするものなんですが、今後その計画の中でやはり早
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急に改善をしなきゃならない、それから老朽化対策を急ぐというような箇所が、実際に４年度の

決算ではこういう内容ですが、そういうところが計画によって明らかになった場所があるのか。

その辺をお知らせください。 

○藤田委員長 建設部次長兼下水道課長。 

○野島建設部次長兼下水道課長 お答えをいたします。 

 まず、遠藤委員からお話のあった東みどり野とみどり野ですね。送煙調査というものを確かに

過去しております。これについては、煙を送って、本来つながっているべきではない雨どいから

の官が汚水につながっていないかという調査ですので、ちょっと老朽化とはまた違う調査になり

ます。そこはちょっと御理解いただきたいと思います。 

 明らかになったところがというところですけれども、まず、ストックマネジメント基本計画を

策定をするときに優先順位というものをつけさせていただいておりまして、その中で管渠として

は刈谷団地内が優先１位ということで、既に刈谷団地内のカメラ調査は全て終わっております。

その次の優先第２位ということで、今第二つつじが丘、そしてつつじが丘へという形で今進めて

いるところです。ごめんなさい、優先順位第１位もう１個ありましたね。国道６号であるとか常

磐線を横断している箇所とか重要な横断部分、こちらも優先１位という形で刈谷と同等で最初に

調査はしております。その中で、もちろん健全な管路もありますし、健全ではない管路もありま

すし、管路ごとに緊急度というものをその点検の結果でつけていて、緊急度１と２については手

当てをするという形で位置づけています。刈谷団地内においては、もう既に手をつけるべく、設

計であるとか工事とかという段に来年度以降進んでいきたいというふうに考えています。 

 そのほかにポンプ場につきましては、ほぼほぼどこのポンプ場もかなり老朽化が進んでいます。

下町ポンプ場だけは建て替えをしていますので、下町ポンプ場は比較的いいんですけれども、そ

れにしても汚水量が多いので、ポンプの消耗というのも結構進んでいるというのが実情で、今一

番やはり手をつけなければいけないのは、ポンプ場の中で新地と岡見ポンプ場、それと城中ポン

プ場、それぞれで電気設備であったりポンプ本体であったり、いろんなところが傷んできていま

す。流入ゲートというゲートもかなりもう手をつけなければまずいという状況にもなっています

ので、今全てをお話しすることはできないんですけれども、そういう形でポンプ場も管路もいろ

んなところが傷んできていて、その中でまず絶対にしてはいけないのが下水道を今使えている方

が使えなくなることだと思いますので、それだけは避けるべく、優先順位を考えながら来年度以

降も整備をしていくという考えでおります。 

 以上です。 

○藤田委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、令和４年度牛久市下水道事業会計歳入歳出決算に対する質疑は終結いたします。 

 ここで暫時休憩いたします。再開後…… 

 失礼いたしました。ここで、執行部説明員より発言を求められておりますので、これを許しま

す。道路整備課長。 

○加藤道路整備課長 道路整備課加藤です。先ほどの出澤委員のほうから土地の売払いの件で御
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質問あった件で、売払いしたときの、市の購入したときの単価がいかほどだったかという御質問

ありまして、そちらの回答になります。 

 今回売払いありまして、その中で市のほうで買収した残地部分が３件ございまして、いずれも

田宮町地内になります。１つ目が、田宮２１０番の５という地番になるんですけれども、こちら

が購入時の単価としましては平米８万５，３００円で購入しまして、今回売払いが決まった単価

といたしましては４万１９６円という単価で売払いを実施しております。 

 続きまして払下げになりますけれども、こちらが、払下げですので市が購入した単価と同額で

払下げしておりまして、そのときの単価としましては１平方メートル当たり３万９，５００円と

いう形になっております。 

 もう一つ、田宮町の３４０番の１というところで売払いの入札を実施した単価になりますけれ

ども、こちらの購入時の単価が平米当たり３万８，３００円、売払い時の単価としましては１平

方メートル当たり５万４，４９２円で売払いを実施しております。 

 以上となります。 

 １個目の面積のほうが１４５．０４平方メートルになりまして、そちらの払下げの価格としま

して５８３万円で払下げを実施しております。そちらが払下げしたときの単価で、先ほどの４万

１９６円、平米当たりの単価になっております。 

 ２つ目の払下げしたところというのが２１．８４平方メートルで、道路ののり用地になってい

るところで隣接の方が払下げをいたしまして、８６万２，６８０円、先ほどの単価で３万９，５

００円、１平方メートル当たりの単価で払下げを実施しております。 

 ３つ目のところが、面積としまして３０３．９平方メートル、こちらの売払いの入札を実施し

まして、１，６５６万円で売払いが成立しまして、そのときの単価が先ほどのとおり５万４，４

９２円、１平方メートル当たりという形になっております。 

 以上です。 

○藤田委員長 ここで暫時休憩いたします。再開後、討論、採決を行います。 

 再開は１５時４５分といたします。 

午後３時３４分休憩 

 

午後３時４５分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、討論がありましたら御発言願います。（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で討論を終結いたします。 

 これより認定第１号について採決いたします。 

 採決は挙手により行います。 

 認定第１号は、認定することに賛成の方の挙手を求めます。 

      〔賛成者挙手〕 

○藤田委員長 挙手多数であります。よって、認定第１号は認定することに決定いたしました。 
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 以上をもって、本委員会に付託をされました案件審査は全て終了いたしました。 

 お諮りいたします。委員長報告書の作成は委員長一任ということで御異議ございませんか。 

      〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○藤田委員長 御異議なしと認めます。よって、委員長報告書の作成は委員長一任と決定いたし

ました。 

 これをもって決算特別委員会を閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

午後３時４６分延会 

 


